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第１章 計画策定にあたって                  

１．計画策定の背景及び趣旨 

わが国では、核家族化や地域のつながりの希薄化により、子育てに不安や孤立感を覚える家

庭も少なくありません。また、就労形態の多様化や女性の社会進出に伴い、保育ニーズは年々

増大しており、都市部を中心に保育所においては待機児童問題が深刻化しています。本市にお

いても、子どもや子育て家庭を取り巻く環境は大きく変化しており、子育てを社会全体で支援

していくことが必要となっています。 

 

国では、「子どもの最善の利益」を実現する社会をめざすことを前提に、平成 24年 8月に 

「子ども・子育て支援新制度」を制定し、幼児期の教育・保育の一体的な提供、保育の量的拡

充、家庭における養育支援等を総合的に推進してきました。 

しかしながら、わが国の子どもや子育てをめぐる環境は依然厳しく、平成 29年 6月に「子

育て安心プラン」、平成 30 年 9 月には「新・放課後子ども総合プラン」が策定され、待機児

童解消や女性就業率 80%（M字カーブの解消）に向けた保育のさらなる量的拡充、放課後児

童クラブの量的拡充を図ることとされています。さらに、令和元年 10 月より、3～5 歳まで

のすべての子どもと 0～2歳までの住民税非課税世帯の子どもについて、幼稚園・保育所・認

定こども園の費用を無償化する措置が開始されました。 

 

本市では、平成 17 年に「飯塚市次世代育成支援行動計画［前期計画］」（計画期間：平成

17～21年度）を、平成 22年３月には前期計画を見直し、後期計画（計画期間：平成 22～

26年度）を策定しました。 

平成 27 年度からは、子ども・子育て支援新制度の下、『みんなでつくる すべての子ども

が笑顔で暮らせるまち いいづか』を基本理念とする「飯塚市子ども・子育て支援事業計画」

（計画期間：平成 27～31 年度）を策定し、教育・保育、地域の子育て支援の充実を図って

きました。 

 

今回策定する「第 2期飯塚市子ども・子育て支援事業計画」（計画期間：令和２～６年度）

は、第 1 期計画実施以降の国の動向や本市における取組を踏まえ、質の高い幼児教育・保育

事業を過不足なく提供するとともに、各種子育て支援事業を一層促進させることを目指すも

のです。 
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２．子ども・子育て支援新制度の概要 

〔１〕子ども・子育て支援新制度の全体像 

平成 27年 4月より「子ども・子育て支援新制度」が開始されました。 

本制度の大きな枠組みとしては、就学前の子どもを年齢で 3 歳未満、3 歳以上、また保育の

必要性の有無によって、4 つに分け、必要な支援をしていくことになっています。それぞれの

子育て家庭のニーズ調査をし、結果を反映させ、事業の目標を設定した「子ども・子育て支援事

業計画」を策定します。その大きな柱が「子どものための教育・保育給付」と「地域子ども・子

育て支援事業」です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜子ども・子育て支援制度の全体像＞ 

満 3 歳以上の子ど
もを持つ保育を利
用せず家庭で子育
てを行う家庭 

満 3 歳以上の子ど
もを持つ保育を利
用する家庭 

満 3 歳未満の子ど
もを持つ保育を利
用する家庭 

満 3 歳未満の子ど
もを持つ保育を利
用せず家庭で子育
てを行う家庭 

 需要の調査・把握 

飯塚市子ども・子育て支援事業計画 
幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援について 

「量の見込み」（現在の利用状況＋利用希望）＋確保方策（確保の内容＋実施時期）を記載 

計画的な整備 

＜子どものための教育・保育給付＞ 

＜施設型給付＞ 
幼稚園（３～５歳） 
保育所（０～５歳） 

認定こども園（０～５歳） 

＜地域型保育給付＞ 
小規模保育事業（定員 6～19 人） 

家庭的保育事業（定員 5人以下） 
居宅訪問型保育事業 
事業所内保育事業 

＜地域子ども・子育て支援事業＞ 

①時間外保育事業         ⑦子育て援助活動支援事業（ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業） 
②放課後児童健全育成事業     ⑧利用者支援事業 
 （放課後児童クラブ）      ⑨妊婦に対する健康診査 
③子育て短期支援事業（ｼｮｰﾄｽﾃｲ） ⑩乳児家庭全戸訪問事業 
④地域子育て支援拠点事業     ⑪養育支援訪問事業 
⑤一時預かり事業         ⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 
⑥病児・病後児保育事業      ⑬多様な主体が参画することを促進するための事業 

その他行政以外が主体となって支給する事業（認可外保育事業） 

企業主導型保育事業  その他認可外保育施設（ベビーホテル、託児所など） 
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【子どものための教育・保育給付】 

施設型 

給付 

教育・ 

保育施設 

幼稚園（３～５歳） 

保育所（０～５歳） 

認定こども園 

 幼稚園と保育所の機能や特徴をあわせ持ち、地域の子育て 

支援も行う施設 

地域型 

保育給付 

地域型 

保育事業 

小規模保育事業（定員６～１９人） 

 少人数を対象に多様なスペースで保育を行う事業 

家庭的保育事業（定員 5人以下） 

 家庭的な雰囲気のもと、少人数の保育を行う事業 

居宅訪問型保育事業 

 障がいなど個別のケアが必要な場合などに保護者の居宅で、

1対１で保育を行う事業 

事業所内保育事業 

 会社の事業所の保育施設などで、従業員の子どもと地域の 

子どもを一緒に保育する事業 

【行政以外が主体となって支給する事業】 

認可外保育事業 

（例）企業主導型保育事業 

企業等による事業所内保育事業を主軸として、多様な就労形 

態に応じた保育サービスを提供する事業。（延長・夜間、土 

日の保育、短時間・週 2日のみの利用など） 

 

〔２〕保育の必要性の認定 

幼稚園、保育所、認定こども園、小規模保育等の幼児教育・保育を利用する子どもについて

は、以下の 3つの認定区分が設けられ、この区分に基づいて施設型給付等が行われます。 

【保育の必要性の認定】 

認定区分 対象者 
主に利用する 

施設・事業 

１号認定 
満 3歳以上の学校教育のみの就学前の子ども 

（保育の必要性なし） 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 
満 3歳以上の保育の必要性の認定を受けた 

就学前の子ども（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

幼稚園の一時預かり 

３号認定 
満 3歳未満の保育の必要性の認定を受けた 

就学前の子ども（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

小規模保育 等 
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〔３〕幼児教育・保育無償化の概要 

令和元年 10 月より、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、子育てや教

育にかかる費用負担の軽減を図る少子化対策の観点などから、3～5 歳までのすべての子どもと

0～2 歳までの住民税非課税世帯の子どもについて、幼稚園・保育所・認定こども園の費用の無

償化が開始されます。 

 

【幼児教育・保育無償化の対象範囲】 

 保育の必要性 

なし（例：専業主婦(夫)世帯） あり（例：共働き世帯等） 

幼稚園 

認定こども園（教育認定） 

無償 

（一時預かりは対象外）                  

無償 

（一時預かりは、月額上限

11,300円※3まで無償） 

幼稚園 

（就園奨励費補助金の 

対象施設） 

月額 25,700円を上限に無償 

（一時預かりは対象外） 

月額25,700円を上限に無償 

（一時預かりは、月額上限

11,300円※3まで無償） 

認可保育所 

認定こども園（保育認定） 

地域型保育事業施設 

－ 無償 

企業主導型保育事業施設 － 利用者負担額相当分まで無償 

認可外保育施設※１ 

その他届出保育施設等※２ 
（無償化の対象外） 

月額37,000円※3を上限に無

償（他の認可外保育施設等と

の併用が可能） 

※1 「認可外保育施設（企業主導型保育事業を除く）」が無償化の対象となるためには、国が定める指導監督基

準を満たす必要がある。ただし、基準を満たしていない場合でも、5 年間は猶予期間として、無償化の対

象となる。 

※2 「その他届出保育施設等」とは、企業主導型保育事業、認定保育施設・幼児教育施設のいずれにも属さな

い認可外保育施設（事業所内保育を含む）のほか、一時預かり事業やファミリー・サポート・センター事

業等をいう。 

※3  金額（11,300 円又は 37,000 円）は３歳から５歳の児童の場合の無償化上限額。０歳から２歳までの住

民税非課税世帯の児童の場合は、各金額に 5,000 円を加えた額までが無償化の対象となる。 
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３．計画の性格と位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第２条（基本理念）を踏まえ、同法第 61条の規定に基づ

き策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

また、本計画は、「第２次飯塚市総合計画」（平成 29～38年度）を上位計画とし、その他

の各種関連計画との整合性を図って策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子ども・子育て支援法（抜粋）】 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する

計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

第２次飯塚市総合計画 
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計
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新
制
度 

[

国]
 

 

市の主な関連計画 国・県の 

関連計画等 
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４．計画の策定体制 

本計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法の規定により市町村等の合議制機関と

して設置が努力義務化されている「地方版子ども・子育て会議」として、子育て中の保護者

や教育・保育施設等の関係者、学識経験者等で構成する「飯塚市子ども・子育て会議」を設

置し、計画内容等について、当事者・関係者の意見を反映できるよう努めました。 

このほか、保護者に対するニーズ調査（第２章-２参照）や計画原案に対する市民意見募

集により、障がい者やその家族などの当事者やその他の市民の意見の反映に努めました。 

 

 

５．計画の期間 

本計画は、令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。 

また、本計画における施策が社会情勢の変化の中で、効果的に実現するよう、毎年度、

進捗状況を管理するとともに、必要に応じて中間年度（令和４年度）に計画の見直しを行う

など弾力的な対応を図ります。 

 

６．計画の評価及び推進体制 

〔１〕計画推進及び進捗状況の把握 

計画の推進にあたっては、毎年度、関係機関・団体と連携を図りながら、計画の進捗状

況の把握・点検を行い、子ども・子育て会議において評価を実施します。 

子ども・子育て会議での審議により、必要に応じ本計画の施策の見直し・改善を図りま

す。 

 

〔２〕計画推進に向けた関係機関の役割 

子ども・子育てに関わる施策は、児童福祉分野だけでなく、保健、医療、教育、就労等、

様々な分野にわたるため、子育て支援課が主管となり、関係部局と連携を図りながら本計

画を推進します。 

また、幼稚園、保育所、認定こども園等の教育・保育事業を運営する事業者をはじめ、

学校や民生委員・児童委員等の地域の関係団体・機関と適切な役割分担のもと連携を強化

し、地域ぐるみで子ども・子育て支援の推進を図ります。 

さらに、子育て支援施策は、児童手当等、国や県の制度に基づくものも多いことから、

国・県と連携し、各種施策の充実や要望を行っていきます。 
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第２章 飯塚市の子ども・子育て家庭を取り巻く現状 

１．人口の状況 

 〔１〕人口の推移 

平成26～31年度の本市の総人口の状況をみると、平成26年度131,046人から緩やかに

減少し、平成31年度には128,286人と13万人を下回っています。今後も減少傾向は続く

ものと見込まれ、本計画最終年度の令和6年度には、123,905人と12.4万人を下回る見込

みです。 

年齢3区分別の内訳をみると、生産年齢人口（15～64歳）の減少が著しく、平成31～令

和6年度の5年間で約3,500人減少する見込みです。一方、老年人口（65歳以上）は同期間

中に約160人増加するため、高齢化率（総人口に占める65歳以上人口の割合）は令和6年度

に32.4％に達する見込みです。このように、本市においても全国の傾向と同様、今後も人口

減少と少子高齢化が進むことが予測されます。 

 

【人口の推移（実績と将来推計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／平成 26～31年度（実績）：住民基本台帳（4月 1日現在）、令和 2～6年度（推計）：総合政策課推計値  

 

 

131,046 130,701 130,009 129,702 129,310 128,286 127,517 126,685 125,799 124,872 123,905

27.3% 28.3% 29.2% 29.9% 30.5% 31.1% 31.6% 31.8% 32.0% 32.1% 32.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

実績 推計

（人）

総人口 高齢化率

（単位：人）

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

0－14歳 17,043 17,093 17,033 17,017 16,954 16,811 16,660 16,464 16,329 16,016 15,766

15－64歳 78,220 76,645 74,965 73,917 72,901 71,546 70,625 69,942 69,176 68,719 68,055

65歳以上 35,783 36,963 38,011 38,768 39,455 39,929 40,232 40,279 40,294 40,137 40,084

総人口 131,046 130,701 130,009 129,702 129,310 128,286 127,517 126,685 125,799 124,872 123,905

高齢化率 27.3% 28.3% 29.2% 29.9% 30.5% 31.1% 31.6% 31.8% 32.0% 32.1% 32.4%

計画期間（Ｒ２～６）

推計実績
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平成31年度（実績）と令和6年度（推計値）の性別・5歳階級年齢別の人口による人口ピ

ラミッドは下図のとおりです。合計特殊出生率（※）の算定対象である15～49歳の女性人

口は平成31～令和6年度の5年間に1,673人減少するものと予測されます。なかでも20歳

代女性（407人減）・30歳代女性（914人減）の減少が顕著です。 

 

 

 

【人口ピラミッド（平成 31・令和 6年度の比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／平成 31年度（実績）：住民基本台帳（4月 1日現在）、令和 6年度（推計）：総合政策課推計値 

（※）合計特殊出生率 

「15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人の女性がその年齢別出生率で一生の間

に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

01,0002,0003,0004,0005,0006,000

0-4歳

5-9歳

10-14歳

15-19歳

20-24歳

25-29歳

30-34歳

35-39歳

40-44歳

45-49歳

50-54歳

55-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85-89歳

90歳以上

男性
（人）

Ｒ６男性

Ｈ３１男性

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

女性
（人）

Ｒ６女性

Ｈ３１女性

１５－４９歳

女性人口

Ｈ３１：24,043人
↓

Ｒ６ ：22,370人

（▲1,673人）

Ｈ３１ Ｒ６ 増減 Ｈ３１ Ｒ６ 増減
0-4歳 2,752 2,319 ▲ 433 2,629 2,228 ▲ 401
5-9歳 2,930 2,756 ▲ 174 2,859 2,652 ▲ 207
10-14歳 2,969 2,949 ▲ 20 2,672 2,862 190
15-19歳 2,962 3,026 64 2,778 2,690 ▲ 88
20-24歳 3,278 3,143 ▲ 135 2,890 2,732 ▲ 158
25-29歳 3,037 2,930 ▲ 107 2,931 2,682 ▲ 249
30-34歳 3,522 2,947 ▲ 575 3,392 2,841 ▲ 551
35-39歳 3,934 3,501 ▲ 433 3,779 3,416 ▲ 363
40-44歳 4,343 3,941 ▲ 402 4,239 3,757 ▲ 482
45-49歳 4,067 4,344 277 4,034 4,252 218
50-54歳 3,244 4,061 817 3,515 4,083 568
55-59歳 3,446 3,198 ▲ 248 3,761 3,493 ▲ 268
60-64歳 4,008 3,332 ▲ 676 4,386 3,686 ▲ 700
65-69歳 5,210 3,792 ▲ 1,418 5,841 4,271 ▲ 1,570
70-74歳 4,176 4,748 572 4,825 5,585 760
75-79歳 2,901 3,597 696 4,211 4,541 330
80-84歳 2,074 2,229 155 3,593 3,732 139
85-89歳 1,276 1,337 61 2,770 2,823 53
90歳以上 943 1,215 272 3,756 4,395 639
合計 61,072 59,365 ▲ 1,707 68,861 66,721 ▲ 2,140

Ｈ３１ Ｒ６ 増減
24,043 22,370 ▲ 1,673

15-19歳 2,778 2,690 ▲ 88
20-29歳 5,821 5,414 ▲ 407
30-39歳 7,171 6,257 ▲ 914
40-49歳 8,273 8,009 ▲ 264

女性

15-49歳女性　計

男性
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〔２〕出生の状況 

本市の合計特殊出生率（平成20～24年）は1.58であり、全国（1.38）・福岡県（1.43）

に比べて高くなっていますが、人口を維持するために必要な水準（人口置換水準）の2.07を

下回っています。 

年間の出生数の状況をみると、平成29年度実績で1,170人となっており、このうち母親が

20代後半～30代前半（25～34歳）であるものが720人と全体の61.5％を占めています。 

平成26年からの推移をみると、出生数全体に占める20代前半（20～24歳）による出産

の割合は1割強、20代後半（25～29歳）と30代前半（30～34歳）は3割、30代後半（35

～39歳）は2割弱で推移しています。 

 

【合計特殊出生率（平成 20～24年）】 

 全国 福岡県 飯塚市 

合計特殊出生率 1.38 1.43 1.58 

資料／平成 20～24年人口動態保健所・市区町村別統計（厚生労働省） 

 

 

【母親の年齢階級別出生数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／人口動態統計 ※各年 1月 1日～12月 31日の出生数合計 

 

（単位：人）

　　 H26 H27 H28 H29
総数 1,124 1,131 1,120 1,170

15歳～19歳 26 24 27 37
20歳～24歳 144 147 138 164
25歳～29歳 325 315 292 352
30歳～34歳 379 367 398 368
35歳～39歳 200 231 221 201
40歳～44歳 50 46 44 48
45歳～49歳 0 1 0 0

（単位：％）

　　 H26 H27 H28 H29
総数 100% 100% 100% 100%

15歳～19歳 2% 2% 2% 3%
20歳～24歳 13% 13% 12% 14%
25歳～29歳 29% 28% 26% 30%
30歳～34歳 34% 32% 36% 31%
35歳～39歳 18% 20% 20% 17%
40歳～44歳 4% 4% 4% 4%
45歳～49歳 0% 0% 0% 0%

26 24 27 37144 147 138 164

325 315 292
352

379 367 398
368

200 231 221
201

50 46 44 48

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H26 H27 H28 H29（人）

45歳～49歳

40歳～44歳

35歳～39歳

30歳～34歳

25歳～29歳

20歳～24歳

15歳～19歳
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〔３〕児童人口（小学生以下）の推移 

小学生以下（0～11歳）の児童の各歳別人口の推移をみると、前述のとおり、15～49歳

女性人口の減少等が予測されるため、就学前児童（0～5歳）の減少が見込まれています。 

 

【児童人口の推移（実績と将来推計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／平成 26～31年度（実績）：住民基本台帳（4月 1日現在）、令和 2～6年度（推計）：総合政策課推計値  

 

（単位：人）

H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6
00　歳 1,113 1,110 1,118 1,092 1,051 988 952 922 901 879 859
01　歳 1,157 1,139 1,134 1,159 1,078 1,047 1,001 965 935 914 892
02　歳 1,158 1,141 1,123 1,106 1,158 1,084 1,037 991 955 925 904
03　歳 1,179 1,156 1,150 1,137 1,113 1,149 1,088 1,041 995 959 929
04　歳 1,155 1,195 1,152 1,154 1,139 1,113 1,153 1,092 1,045 999 963
05　歳 1,131 1,143 1,206 1,147 1,136 1,126 1,105 1,145 1,085 1,038 992
06　歳 1,196 1,138 1,139 1,216 1,173 1,165 1,140 1,119 1,159 1,098 1,051
07　歳 1,044 1,211 1,132 1,134 1,197 1,155 1,158 1,133 1,112 1,152 1,092
08　歳 1,124 1,042 1,206 1,128 1,132 1,209 1,155 1,158 1,133 1,112 1,152
09　歳 1,115 1,133 1,046 1,214 1,150 1,134 1,218 1,164 1,167 1,142 1,121
10　歳 1,093 1,124 1,131 1,046 1,200 1,121 1,127 1,210 1,156 1,159 1,134
11　歳 1,125 1,102 1,126 1,126 1,056 1,207 1,125 1,131 1,215 1,161 1,164

0-5歳　計 6,893 6,884 6,883 6,795 6,675 6,507 6,336 6,156 5,916 5,714 5,539

　0-2歳　計 3,428 3,390 3,375 3,357 3,287 3,119 2,990 2,878 2,791 2,718 2,655

　3-5歳　計 3,465 3,494 3,508 3,438 3,388 3,388 3,346 3,278 3,125 2,996 2,884

6-11歳　計 6,697 6,750 6,780 6,864 6,908 6,991 6,923 6,915 6,942 6,824 6,714

　6-8歳　計 3,364 3,391 3,477 3,478 3,502 3,529 3,453 3,410 3,404 3,362 3,295

　9-11歳計 3,333 3,359 3,303 3,386 3,406 3,462 3,470 3,505 3,538 3,462 3,419
合計

（0‐11歳）
13,590 13,634 13,663 13,659 13,583 13,498 13,259 13,071 12,858 12,538 12,253

実績 推計

6,893 6,884 6,883 6,795 6,675 6,507 6,336 6,156 5,916 5,714 5,539

6,697 6,750 6,780 6,864 6,908 6,991 6,923 6,915 6,942 6,824 6,714

13,590 13,634 13,663 13,659 13,583 13,498 13,259 13,071 12,858 12,538 12,253

0

5,000

10,000

15,000

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

実績 推計（人）

6-11歳 計 0-5歳 計
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〔４〕世帯の家庭類型の推移 

世帯類型の推移をみると、平成22年から平成27年の5年間で、ひとり親世帯と夫婦のみ世

帯の増加の影響で、核家族世帯は増加し、平成27年には29,873世帯となっています。 

 

【世帯の家庭類型の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／国勢調査 

 

13,592 13,133

5,971 5,999

10,206 10,741

2,967 2,276

17,558 19,514

2,947
2,676

53,241
54,339

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成22年 平成27年

下記以外のその他の世帯

（子どもがいない）

単身世帯

（子どもがいない）

夫婦と子どもとその他の

家族から成る世帯

夫婦のみ世帯

（子どもがいない）

ひとり親と子どもから成る

世帯

夫婦と子どもから成る世帯

（世帯）

核家族世帯

29,769世帯

核家族世帯

29,873世帯



第２章 飯塚市の子ども・子育て家庭を取り巻く現状 

 - 12 - 

 

〔５〕女性の就労状況 

本市の女性の就業率の動向をみると、平成22年から平成27年の5年間の間に、20代前半

（20～24歳）の女性を除く全ての世代で女性就業率は増加しています。 

全国や福岡県全体の平均と比較すると、20代後半と40代にかけての女性就業率が国や県

と比較して高くなっていますが、本市でも国や県の傾向と同様に、30歳代前半を谷間とする

Ｍ字カーブを描いています。これは、女性の結婚後から子どもの育児（子育て）期間終了ま

での離職がその一因と考えられます。 

 

【飯塚市の女性の就労状況の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／国勢調査 

 

【飯塚市の女性の就労状況の国・福岡県との比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／国勢調査 
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２．ニーズ調査からみた子育て家庭の状況 

本市では、本計画の策定の基礎資料として、子育て中の保護者の教育・保育やその他の子

育て支援サービスの利用状況・利用希望、子育て施策全般に対する意向等を把握するために

以下のニーズ調査を実施しました。 

【調査の概要】 

 就学前児童保護者用調査 小学生保護者用調査 

調査対象者 就学前児童（0～５歳児）の保護者 小学１～３年生の保護者 

抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出 住民基本台帳による無作為抽出 

調査方法 
郵送配布－郵送回収 

（礼状兼協力依頼はがき使用） 

郵送配布－郵送回収 

（礼状兼協力依頼はがき使用） 

標本数 ３，０００人 ５００人 

有効回収数 

（有効回収率） 
１，６１６人（５３．９％） ２６４人（５２．８％） 

調査期間 平成３０年１１月３０日～平成３１年１月２０日（回収予備期間含む） 

 

 

 

 

〔１〕保護者の就労状況 

・保護者の就労状況について、父母別にみると、父親は就学前児童・小学生ともに「フルタ

イム」の就労者が 95％超と大半を占めています。就学前児童の母親は、「フルタイム」の

就労者が 32.3％と最も多いものの、「パート・アルバイト等」「未就労（就労経験あり）」

もそれぞれ 26.0％となっており、就労形態が多様化しています。一方、小学生の母親は、

「フルタイム」の就労者が 43.8％、「パート・アルバイト等」が 35.2％と就学前児童の

母親に比べて就労が多くなっています。 

・父母別の就労状況をもとに保護者の就労状況を整理すると、「共働き（両方フルタイム）」

「共働き（フルタイムとパート等）」「共働き（両方パート等）」を合わせた共働き家庭の割

合が就学前児童：62.9％、小学生：69.0％となっています。 
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《 保護者の就労状況 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.2

13.3

36.7

36.4

26.1

32.2

24.4

14.0

0.3 0.2

0.4

4.1

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（ｎ=1616）

小学生

（ｎ=269）

【保護者の就労状況（集約）】

ひとり親家庭 共働き家庭（両方フルタイム）

共働き家庭（フルタイムとパート等） 片働き家庭（フルタイムと未就労）

片働き家庭（パート等と未就労） その他

無回答
共働き家庭

計

６２．９％

６９．０％

32.3

43.8

10.6

3.1

26.0

35.2

3.3

1.2

26.0

14.1

1.8

2.0

0.1

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前 母親

(ｎ=1572)

小学生 母親

(ｎ=256)

【母 親】
フルタイム フルタイム（育休中等）

パート・アルバイト等 パート・アルバイト等（育休中等）

未就労（就労経験あり） 未就労（就労経験なし）

無回答

97.9

96.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前 父親

(ｎ=1438)

小学生 父親

(ｎ=227)

【父 親】
フルタイム フルタイム（育休中等）

パート・アルバイト等 パート・アルバイト等（育休中等）

未就労（就労経験あり） 未就労（就労経験なし）

無回答

※父親は「フルタイム」以外はいずれも 3％未満 

（ひとり親含む 71.1％） 

（ひとり親含む 82.3％） 
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〔２〕平日の教育・保育の利用状況 

【現在の利用状況】 

・就学前児童の 7割（70.4％）が、現在、平日の定期的な教育・保育事業を利用しています。

利用者が利用している事業の種類をみると「認可保育所」（52.6％）、「認定こども園」

（21.8％）、「幼稚園（預かり保育なし）」（11.9％）、「幼稚園（預かり保育を定期的に利

用）」（9.6％）の順で利用割合が高くなっています。 

《 平日の定期的な教育・保育事業  《 利用者が利用している教育・保育事業の種類 》 

の利用状況 》          （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【今後の利用意向】 

・平日の定期的な教育・保育事業の今後の利用意向では、「認可保育所」（55.5％）の割合が

最も高く、次いで「認定こども園」（35.1％）、「幼稚園（預かり保育を定期的に利用）」

（34.7％）、「幼稚園（預かり保育なし）」（10.2％）、「事業所内保育施設」（9.1％）とな

っています。 

《 平日の定期的な教育・保育事業の利用意向 》（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.9

9.6

52.6

21.8

0.3

2.1

1.5

0.0

0.0

3.1

0.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

幼稚園（預かり保育なし）

幼稚園（預かり保育を定期的に利用）

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答
（ｎ=1139）

利用し

ている

70.4%

利用

して

いない

26.9%

無回答

0.3%

（ｎ=1616）

利用して

いる人 

10.2

34.7

55.5

35.1

5.2

2.3

9.1

1.8

3.4

5.4

3.3

2.7

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

幼稚園（預かり保育なし）

幼稚園（預かり保育を定期的に利用）

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

（ｎ=1616）
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〔３〕病（後）児保育や一時保育等の状況 

【病児・病後児保育】 

・平日、定期的に教育・保育事業を利用している就学前児童保護者の 78.1％は、この１年間

に子どもの病気等のために事業を利用しなかった経験があり、利用しなかった日数（平均）

は 13.0日／年となっています。 

・利用しなかった場合の対処方法では「母親が休んだ」（78.4％）、「親族・知人に子どもを

みてもらった」（44.7％）の順で割合が高く、「病児保育を利用した」は 4.3％となってい

ます。 

 
《 子どもの病気等で平日の定期的             《 休んだ場合の対処方法 》 

な教育・保育事業を休んだ経験 》            （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【不定期の教育・保育事業（一時保育）】 

・就学前児童保護者の今後の不定期の教育・保育事業の利用意向では「利用したい」が 34.4％

であり、利用希望者の希望日数（平均）は 22.5日／年となっています。利用希望者の利用

目的では「私用やリフレッシュ目的」（62.6％）、「冠婚葬祭、学校行事、子どもや保護者の

通院等」（62.1％）、「不定期の就労」（27.2％）の順で割合が高くなっています。 

 
《 不定期の教育・保育事業の利用意向 》       《 利用希望者の利用目的 》 

                           （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.6

62.1

27.2

4.9

2.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

私用やリフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、

子どもや保護者の通院等

不定期の就労

その他

無回答
（ｎ=556）

利用し

たい

34.4%
利用す

る必要

はない

57.4%

無回答

8.2%

（ｎ=1434）

22.6

78.4

44.7

13.3

4.3

0.0

1.0

1.7

0.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

父親が休んだ

母親が休んだ

親族・知人に子どもをみてもらった

父母のうち就労していない方が子どもをみた

病児保育を利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答

（ｎ=890）

あった

78.1%

なかっ

た

17.9%

無回答

4.0%

（ｎ=1139）

休んだこ

とがあっ

た人 

利用し

たい人 
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【宿泊を伴う一時預かり（ショートステイ）】 

・就学前児童保護者の 17.1％は、この１年間に泊まりがけで子どもを家族以外に預けなけれ

ばならなかった経験があり、その際の泊数（平均）は 6.9 泊／年となっています。預けな

ければならなかった場合の対処方法は「（同居者を含む）親族・知人にみてもらった」

（84.4％）の割合が 9割弱で最も高く、次いで「仕方なく子どもを同行させた」（17.8％）

となっており、「短期入所生活援助事業（ショートステイ）を利用した」は 0.4％でした。 

《 泊まりがけで子どもを家族以外に           《 その場合の対処方法 》 

預けなければならなかった経験 》           （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔４〕放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等の状況 

・小学生の放課後の過ごし方について、現在の状況（小学１～３年生の現状）と今後の意向（小

学４～６年生になった場合の希望）をたずねたところ、放課後児童クラブの割合は、現在（低

学年時）：49.6％、今後（高学年時）：31.1％となっています。 

 

《 放課後の過ごし方 》（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

84.4

0.4

0.4

17.8

0.0

1.8

0.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

（同居者を含む）親族・知人に

みてもらった

短期入所生活援助事業

（ショートステイ）を利用した

その他の保育事業を利用した

仕方なく子どもを同行させた

仕方なく子どもだけで留守番を

させた

その他

無回答

（ｎ=276）

あった

17.1%

なかっ

た

79.6%

無回答

3.3%

（ｎ=1434）

47.7

11.4

36.7

0.4

3.0

49.6

0.0

4.2

3.8

43.6

9.8

35.6

0.8

5.3

31.1

0.0

4.5

25.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童センター

放課後子ども教室

放課後児童クラブ

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

現在［低学年時］(ｎ=264)

今後［高学年時］(ｎ=264)

あった

人 
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〔５〕幼児教育・保育無償化について 

・幼児教育・保育の無償化による教育・保育の利用変更意向についてたずねたところ、「無償

化されても変更しない」（51.2％）の割合が最も高く５割を超えています。一方、『利用変

更意向あり』の割合は 18.2％（是非変更したい：9.1％、可能であれば変更したい：9.1％）

となっています。 

・幼児教育・保育の無償化により、教育・保育の利用を変更する意向がある人（294人）に、

無償化後に希望する事業の種類をたずねたところ、「認可保育所」（45.9％）の割合が最も

高く、次いで「認定こども園」（34.4％）、「幼稚園（預かり保育を定期的に利用）」（30.6％）

となっています。無償化前の希望と比べると、利用意向の伸びは「幼稚園（預かり保育を定

期的に利用）」（14.6ポイント増）、「認定こども園」（13.0ポイント増）、「認可保育所」（10.9

ポイント増）の順で大きくなっています。 

 

《 幼児教育・保育無償化による教育・保育の利用変更意向 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 無償化後に希望する教育・保育事業 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更し

たい人 

12.2

16.0

35.0

21.4

3.1

2.4

6.1

2.0

2.7

3.4

1.4

2.7

22.1

9.9

30.6

45.9

34.4

7.1

3.1

5.4

2.4

4.8

5.8

2.7

9.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

幼稚園（預かり保育なし）

幼稚園（預かり保育を定期的に利用）

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

利用の希望はない

無回答

無償化前の希望(n=294)

無償化後の希望(n=294)

9.1 9.1 51.2 27.2

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(ｎ=1616)

是非変更したい 可能であれば変更したい

無償化されても変更はしない わからない

無回答
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〔６〕子ども・子育て支援全般について 

【飯塚市の子育て環境に対する総合評価（子育てしやすいまちだと思うか）】 

・飯塚市は子育てしやすいまちだと思うか、総合的に評価してもらったところ、評価する人

（「思う」＋「どちらかといえば思う」）が就学前児童保護者：39.8％、小学生保護者：47.4％、

評価しない人（「どちらかといえば思わない」＋「思わない」）が就学前児童保護者：24.9％、

小学生保護者：21.2％と、評価する人の方が割合が高くなっています。 

 

《 飯塚市の子育て環境に対する総合評価（子育てしやすいまちだと思うか） 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子どもを健やかに生み育てるために飯塚市に期待すること】 

・子どもを健やかに生み育てるために飯塚市に期待することは、就学前児童では「子育ての

ための経済的支援の充実」（74.1％）の割合が 7 割を超えて最も高く、次いで「学童期の

子どもの放課後対策の充実」（40.6％）、「妊娠から出産におよぶ母子保健サービスや小児

救急医療体制の充実」（39.7％）、「子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策の推進」

（38.7％）となっています。 

・小学生では「子育てのための経済的支援の充実」（67.4％）と「子どもを事故や犯罪の被

害から守るための対策の推進」（59.5％）の割合がそれぞれ６割～７割弱と高く、次いで

「地域で子どもたちが遊んだり、スポーツしたりする場や機会の充実」（47.3％）、「学童

期の子どもの放課後対策の充実」（40.9％）、「職場環境整備についての企業への普及・啓

発」（36.4％）となっています。 

 

 

 

 

9.9

7.2

29.9

40.2

33.0

30.3

14.9

17.0

10.0

4.2

2.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

（ｎ＝1616）

小学生

（ｎ=264）

思う どちらかといえば思う

普通 どちらかといえば思わない

思わない 無回答
評価

する

人

３９．８％

４７．４％

評価

しない

人

２４．９％

２１．２％

※評価する人＝「思う」＋「どちらかといえば思う」

※評価しない人＝「どちらかといえば思わない」＋「思わない」
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《 子どもを健やかに生み育てるために飯塚市に期待すること 》（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.2

11.6

74.1

39.7

12.2

14.7

31.4

11.3

6.9

40.6

37.1

11.1

6.5

35.3

4.1

8.7

38.7

7.4

1.4

2.1

10.6

8.3

67.4

21.2

8.3

14.0

16.7

15.2

9.5

40.9

47.3

18.9

8.7

36.4

2.7

7.2

59.5

8.3

1.1

1.1

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

子育てに関する相談等や保護者同士が交流できる場の充実

男女共同参画の考え方や子育ての意義・大切さなどの普及・啓発

子育てのための経済的支援の充実

妊娠から出産におよぶ母子保健サービスや小児救急医療体制の充実

児童虐待防止対策の推進

子どもの貧困対策の推進

乳児保育、延長保育など多様なニーズにあった保育サービスの充実

ひとり親家庭など多様な家庭のあり方に応じた子育て支援の充実

子育てボランティアなど地域で子育てを支える活動の推進

学童期の子どもの放課後対策の充実

地域で子どもたちが遊んだり、スポーツしたりする場や機会の充実

子どもの「生きる力」を育むための教育の推進

非行防止などの青少年健全育成対策の推進

職場環境整備についての企業への普及・啓発

公営住宅における住環境整備

道路や施設などのバリアフリー化の推進

子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策の推進

その他

特にない

無回答

就学前児童(ｎ=1616)

小学生(ｎ=264)
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【飯塚市の子ども・子育てに関する取組の満足度】 

・飯塚市の子ども・子育てに関する取組の満足度は、就学前児童では「④子育てに関する医

療・保健体制の充実」（41.4％）の満足度が最も高くなっています。その他、「①相談体制

や情報提供の充実」「②家事や子育てに関する意識啓発」「⑦地域で子育てを支える活動の

推進」は、『満足』の割合が『不満』の割合を 10ポイント以上上回っています。一方、「③

子育てのための経済的支援」「⑪遊び場や文化・スポーツ・体験活動等の機会の提供」「⑭

子どもを犯罪・事故から守る対策」は、『満足』の割合が『不満』の割合を 10ポイント以

上下回っています。 

・小学生では「⑧放課後児童対策の充実」（34.1％）の満足度が最も高くなっています。そ

の他、「①相談体制や情報提供の充実」「②家事や子育てに関する意識啓発」「⑦地域で子育

てを支える活動の推進」は、『満足』の割合が『不満』の割合を 10ポイント以上上回って

います。一方、「③子育てのための経済的支援」「⑭子どもを犯罪・事故から守る対策」は、

『満足』の割合が『不満』の割合を 10ポイント以上下回っています。 

 

《 飯塚市の子ども・子育てに関する取組の満足度 》 

 

 

 

 

 

（％）

満
足

不
満

差

（
満
足

‐
不
満

）

満
足

不
満

差

（
満
足

‐
不
満

）

①　相談体制や情報提供の充実 30.3 10.3 20 .0 25.7 6.8 18 .9

②　家事や子育てに関する意識啓発 30.0 11.4 18 .6 26.9 5.6 21 .3

③　子育てのための経済的支援 25.5 40.8 -15.3 19.0 48.1 -29.1

④　子育てに関する医療・保健体制の充実 41.4 24.3 17 .1 32.9 24.3 8 .6

⑤　保育サービスの確保・充実 21.1 29.7 -8.6 23.1 23.9 -0.8

⑥　家庭状況に応じた子育て支援の充実 14.7 11.5 3 .2 15.9 12.2 3 .7

⑦　地域で子育てを支える活動の推進 20.9 7.8 13 .1 23.1 7.2 15 .9

⑧　放課後児童対策の充実 17.8 15.5 2 .3 34.1 15.5 18 .6

⑨　いじめや不登校等への対応の充実 8.5 11.9 -3.4 12.5 15.5 -3.0

⑩　児童の状況に応じたきめ細やかな学校教育の充実 13.4 15.6 -2.2 21.2 24.6 -3.4

⑪　遊び場や文化・スポーツ・体験活動等の機会の提供 17.5 29.2 -11.7 20.8 29.5 -8.7

⑫　青少年健全育成対策の推進 9.7 7.8 1 .9 10.9 6.8 4 .1

⑬　子育てにやさしい生活環境の整備 22.5 28.1 -5.6 17.4 14.0 3 .4

⑭　子どもを犯罪・事故から守る対策 12.5 26.2 -13.7 14.1 27.7 -13.6

※満足＝「満足」＋「どちらかといえば満足」
※不満＝「不満」＋「どちらかといえば不満」

就学前児童
（n=1616）

小学生
（n=264）
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３．第１期計画の実施状況 

〔１〕教育・保育（１～３号） 

就学前児童に対して、主に幼稚園や認可保育所、認定こども園等で教育・保育を行う事業

であり、子ども・子育て支援新制度において、１～３号の認定に基づく給付となりました。【計

画書Ｐ３参照】 

令和元年度現在、市内には幼稚園・認定こども園が13園、認可保育所が26園あります。 

量の確保状況に対する利用量の実績をみると、１号認定（満3歳以上、幼稚園・認定こども

園［幼稚園部］）は平成30年度で79.5％、２号認定（満3歳以上、保育所・認定こども園［幼

稚園部］）は103.5％、3号認定（満3歳未満、保育所・認定こども園［保育部］）は、0歳が

113.4％、1・２歳が109.5％となっています。特に、２・３号認定は100％近く、もしく

はそれを上回る状況が続いています。 

 

【教育・保育（１～３号）の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定こども園 保育所 0歳 1・2歳 認定こども園 保育所 0歳 1・2歳

1,585 397 1,130 1,584 399 1,144

市内居住 1,569 239 1,569 395 1,117 1,570 241 1,589 395 1,128

他市町村 16 2 19 2 13 14 0 9 4 16

1,585 428 1,142 2,054 382 1,090

特定教育・保育施設 434 426 1,129 720 378 1,074

（確認を受けない幼稚園） 1,135 1,320

他市町村の子ども 16 2 19 2 13 14 0 9 4 16

100.0% 92.8% 98.9% 77.1% 104.5% 105.0%99.5%

実

績

幼稚園・

認定こども園（幼稚園部分）

認可保育所

認定こども園（保育所部分）

幼稚園・

認定こども園（幼稚園部分）

認可保育所

認定こども園（保育所部分）

利用量／確保状況 101.3%

確保状況（人） 1,805 1,849

利用量 1,829 1,839

1,784 1,840

2号 ３号

平成27年度 平成28年度

1号

2号 ３号

1号

認定こども園 保育所 0歳 1・2歳

1,445 425 1,269

市内居住 1,381 343 1,559 420 1,261

他市町村 64 0 34 5 8

1,839 387 1,124

特定教育・保育施設 1,006 377 1,106

（確認を受けない幼稚園） 800

他市町村の子ども 33 8 26 10 18

78.6% 109.8% 112.9%99.7%

実

績

幼稚園・

認定こども園（幼稚園部分）

認可保育所

認定こども園（保育所部分）

利用量／確保状況

1,907

1,936

確保状況（人） 1,941

利用量

1号

2号 ３号

平成31年度

令和元年度

（見込み）

認定こども園 保育所 0歳 1・2歳 認定こども園 保育所 0歳 1・2歳

1,498 412 1,195 1,462 439 1,231

市内居住 1,484 275 1,586 409 1,181 1,429 387 1,586 429 1,213

他市町村 14 0 25 3 14 33 0 25 10 18

2,029 381 1,088 1,839 387 1,124

特定教育・保育施設 890 378 1,074 1,006 377 1,106

（確認を受けない幼稚園） 1,120 800

他市町村の子ども 19 0 25 3 14 33 8 26 10 18

73.8% 108.1% 109.8% 79.5% 113.4% 109.5%

2号 ３号

1号

2号 ３号

1号

平成29年度 平成30年度

1,886 2,009

1,840 1,907

幼稚園・

認定こども園（幼稚園部分）

認可保育所

認定こども園（保育所部分）

利用量／確保状況 101.1% 103.5%

実

績

幼稚園・

認定こども園（幼稚園部分）

認可保育所

認定こども園（保育所部分）

確保状況（人） 1,865 1,941

利用量
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〔２〕地域子ども・子育て支援事業 

 ①時間外保育事業 

時間外保育事業は、保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日と利用時間以外の日

時において、認定こども園、保育所等において、保育を実施する事業です。 

令和元年度現在、市内の保育所等33園中27園で実施しています。平成30年度に実施する

園が増加したことにより、利用者は931人に増加しました。 

 

【時間外保育の実施状況】 

 

 

 

 

 

 ②放課後児童健全育成事業 

放課後児童健全育成事業は、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学してい

る児童に対し、授業の終了後に児童館や小学校の余裕教室等を利用して適切な遊びと生活の

場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

令和元年度現在、市内の19小学校区中18小学校区・19施設で実施しています。平成30

年度は2,032人が利用し、定員比は80.3％となっています。 

 

【放課後健全育成事業の実施状況】 

 

 

 

 

 

 ③子育て短期支援事業（ショートステイ） 

子育て短期支援事業は、保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けること

が一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業

です。 

令和元年度現在、チャイルドステイ事業（ショートステイ・トワイライトステイ）として

「鞍手乳児院」に委託して実施しています。 

【子育て短期支援事業の実施状況】 

 

 

 

 

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）

利用量 人 768 647 798 931 1,544

か所 20 20 20 27 27

人 1,200 1,200 1,200 1,620 1,620

実績
確保状況

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）
人 1,837 1,893 1,857 2,032 2,215

人 2,503 2,543 2,513 2,532 2,692

％ 73.4% 74.4% 73.9% 80.3% 82.3%

確保状況（定員）

区分

実績

利用量

定員比

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）
利用量 人日 20 1 8 1 12

確保状況 人日 30 30 30 30 30
実績
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④地域子育て支援拠点事業 

地域子育て支援拠点事業は、親子が交流するための事業を実施し、子育てを応援したり、

育児不安や子育ての様々な相談を受けながら子育て支援を行う事業です。 

令和元年度現在、市内４か所で実施しています。延べ利用量は増加傾向にあり、平成30年

度には22,590人となっています。 

 

【地域子育て支援拠点事業の実施状況】 

 

 

 

 

 

 ⑤一時預かり事業 

一時預かり事業は、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児につい

て、主として昼間において、幼稚園、保育所、認定こども園、その他の場所において、一時

的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

令和元年度現在、幼稚園児を対象とした一時預かりは、市内の幼稚園・認定こども園13

園すべてが実施しています。実施か所数の増加の影響で、延べ利用量は増加傾向にあり、平

成30年度は38,222人となっています。 

保育所等での一時預かりは、令和元年度現在、市内の認可保育所等33園中16園で実施し

ています。平成30年度の延べ利用量は4,512人でした。 

 

【一時預かり事業の実施状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）
利用量 人回 17,541 21,874 21,715 22,590 22,060

確保状況 人回 17,541 21,874 21,715 22,590 22,060
実績

単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）

人日 13,843 15,358 30,358 38,222 44,273

か所 4 4 7 11 13

人日 13,843 15,358 30,853 38,222 44,273

利用量 人日 5,805 5,913 4,478 4,512 4,184

確保状況 人日 5,805 5,913 4,478 4,512 4,184

か所 16 16 16 16 16

人日 5,589 5,766 4,254 4,431 4,098

ファミサポ（病児・緊急対応強化事業を除く） 人日 216 144 222 76 80

子育て短期支援事業（トワイライトステイ） 人日 0 3 2 5 6

実績

一時預か

り事業

（その

他）

一時預か

り事業

（幼稚園

在園児を

対象）

利用量

区分

一時預かり事業
（幼稚園在園児を対象としたもの以外）

確保状況
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 ⑥病児保育事業 

病児保育事業は、病気回復期の児童を家庭で保育ができないとき、看護師、保育士がいる

専用施設内で一時的に預かり、保護者の子育てと就労の両立を支援する事業です。 

令和元年度現在、委託施設1か所で実施しています。利用量は減少傾向にあり、平成30年

度は152人となっています。 

 

【病児保育事業の実施状況】 

 

 

 

 

 

 

 ⑦子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）［就学児］ 

子育て援助活動支援事業は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者等を会員

として、児童の一時預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望

する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

令和元年度現在、NPO法人つどいの広場いいづかに委託して実施しています。平成30年

度は、延べ87人が就学児による利用でした。 

 

【子育て援助活動支援事業の実施状況】 

 

 

 

 

 

 ⑧利用者支援事業 

利用者支援事業は、子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育

て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調

整等を実施する事業です。 

令和元年度現在、子育て支援課と街なかひろばの計2か所で実施しています。 

 

【利用者支援事業の実施状況】 

 

 

 

 

 

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）
利用量 人日 171 194 67 87 63

確保状況 人日 171 194 67 87 63
実績

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）
利用量 か所 2 2 2 2 2

確保状況 か所 2 2 2 2 2
実績

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）

見込み量 人 303 235 199 152 179

か所 2 2 2 1 1

人 349 295 307 291 179

実績
確保状況
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 ⑨妊婦に対する健康診査 

妊婦に対する健康診査は、妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査

として、①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適

時に必要に応じた医学的検査を実施する事業です。 

本市では母子健康手帳の交付時に妊婦健康診査の補助券（14回分）をあわせて交付し、医

療機関（福岡県医師会会員医療機関）での受診を勧奨しています。 

 

【妊婦に対する健康診査の実施状況】 

 

 

 

 

 

 ⑩乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業 

乳児家庭全戸訪問事業は、生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に

関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業です。平成30年度の訪問件数は778件でした。 

養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関

する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。平

成30年度の訪問件数は161件でした。 

 

【乳児家庭全戸訪問事業の実施状況】 

 

 

 

 

 

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）
利用量①

乳児家庭全戸訪問事業
件 932 938 874 778 863

利用量②

養育支援訪問事業
件 126 103 104 161 120

実績

区分 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成31年度

令和元年度

(見込み）

実績 利用量 人 13,795 13,725 13,778 12,513 12,645
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〔３〕その他子ども・子育て支援事業に係る施策 

第1期計画期間中に関係各課で推進してきた進捗管理対象となっている108事業について、

達成度を評価しました（Ｓ～Ｄ評価※）。 

全体では、108事業中86事業（79.6％）がＡ評価以上となっており、概ね高い達成度で

事業を推進できています。 

一方で、評価がＣ評価以下の事業は、3事業（2.8％）でした。該当事業は、「乳児院の設

置」「離乳食教室」「休日等子育て支援事業」となっています。 

 

【その他子ども・子育て支援事業に係る施策の達成度の状況（平成 30年度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／子育て支援課 

※S評価：101％～、A評価：81～100％、B評価：51～80％、C評価：11～50％、D評価：0～10％ 

Ｓ評価 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価
事業数
合計

（１）産休・育休後における特定教育・保育施設等
の円滑な利用確保

0 0 1 0 0 1

（２）児童虐待の防止 5 5 4 2 0 16

（３）ひとり親家庭の自立支援の推進 0 5 1 0 0 6

（４）障がい児などの支援 4 11 3 0 0 18

（５）「仕事と生活の調和」の実現に向けた取組の
推進

0 0 1 0 0 1

計 9 21 10 2 0 42

（１）人権教育等 0 4 1 0 0 5

（２）思春期保健・青少年健全育成対策 0 1 0 0 0 1

（３）いじめ・不登校・非行等対策 0 5 1 0 0 6

（４）有害環境や犯罪から子どもを守る取組 0 2 0 0 0 2

計 0 12 2 0 0 14

（１）子育てしやすい地域づくり（情報や交流の場
の提供、地域人材の育成）

1 5 0 0 0 6

（２）就学前の教育・保育、地域子ども・子育て支
援事業等

1 8 3 1 0 13

（３）子どもの居場所や体験活動の場づくり 1 5 1 0 0 7

（４）教育環境の整備 0 3 0 0 0 3

（５）その他の支援 0 1 0 1 0 2

計 3 22 4 2 0 31

（１）就学前の教育・保育の内容の充実 0 8 3 0 0 11

（２）学校教育の内容の充実 0 14 2 0 0 16

（３）子育てにやさしい生活環境づくり 0 3 0 0 0 3

計 0 25 5 0 0 30

全事業 12 80 21 4 0 117

全事業（重複する事業を除いた場合）
8

(7.4%)
78

(72.2%)
19

(17.6%)
3

(2.8%)
0

(0.0%)
108

(100%)

総計

基本的視点

国の基本指針に
おける「市町村子
ども・子育て支援
事業計画の任意
記載事項

その他の
関連施
策〔本市
独自項
目〕

子ども
の人権
尊重と
「最善
の利
益」の
実現

すべて
の子ど
も・子育
て家庭
の支援

主要課題
達成度別　事業数

1

2

質の高
い教育・
保育や
子育て
支援の
提供
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４．飯塚市の今後の課題の整理 

〔１〕少子化の進行 

第1期計画期間中（平成27～令和元年度）の人口の推移をみると、生産年齢人口（15～

64歳）の減少が著しく、それに伴って少子化が進行しており、今後もその傾向が続くことが

見込まれます。 

今後、少子化の進行に歯止めをかけるためにも、子どもを産み、育てやすい環境づくり、

結婚・妊娠・出産・子育てに関する切れ目のない支援の充実が求められます。 

 

〔２〕教育・保育事業、地域子育て支援事業の適切な給付 

ニーズ調査結果から、就労している母親の増加に伴い、共働き家庭の割合が平成25年度調

査と比較して増加していることがわかりました。このような就労状況の変化は、保育ニーズ

の増大させる可能性があります。 

第1期計画では、中間年度である平成29年度に、幼児教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業に係る量の見込みと確保方策について見直しを行った経緯があります。（見直しを実

施した事業：教育・保育、一時預かり事業、利用者支援事業） 

さらに、令和元年10月より、3～5歳までのすべての子どもと0～2歳までの住民税非課税

世帯の子どもについて、幼稚園・保育所・認定こども園の費用を無償化する措置が開始され

ます。 

このような状況を踏まえて第2期計画では、第1期計画期間中の利用実績や今後の人口推計

をもとに、過不足なく事業を提供できるように、適切に量を見込む必要があります。 

 

〔３〕教育・保育事業、地域子育て支援事業の質の向上 

各種事業の利用量を適切に見込み、ニーズに対して過不足なく事業を提供するだけでなく、

各種事業の提供内容の質の向上を図ることも重要です。しかし、教育・保育施設等に対して、

教育や保育内容・指導方法等に関する助言等を行う体制は必ずしも十分でない現状があります。 

事業の量的確保・質的向上の両面の核となるのは人材であることから、幼児教育や保育に関

する専門的知見や豊富な実践経験を有する者を配置し、訪問指導を行うなどして事業の質の更

なる向上を図る体制の構築、また、幼稚園教諭や保育士等の人員確保対策も重要な課題である

といえます。 

 

〔４〕ひとり親世帯の支援 

本市のひとり親世帯は、平成22年から平成27年にかけて約6,000世帯でほぼ横ばいに推

移していますが、市の全世帯の約1割を占めています。 

現在、市では市営住宅への優先入居をはじめ、自立支援や日常生活支援、医療費助成、放

課後児童クラブの利用料減免などを実施しています。 

今後も、幅広い問題に対処するために、自立支援員や生活支援員の質の向上を図っていく

必要があります。 
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〔５〕経済的支援の充実 

ニーズ調査では、市の子ども・子育てに関する取組の満足度において、就学前児童保護者・

小学生保護者ともに、「子育てのための経済的支援」について、『不満』の割合が『満足』の

割合を上回っていました。 

また、子どもを健やかに生み育てるために飯塚市に期待することとして、「子育てのための

経済的支援の充実」の割合が就学前児童保護者・小学生保護者ともに過半数を超えて高くな

っています。 

家計に占める子育てのコストの負担が過重にならないよう、ニーズに応じた経済的支援措

置を検討していく必要があります。 

 

〔６〕遊び場や文化・スポーツ・体験活動等の機会の提供 

ニーズ調査では、市の子ども・子育てに関する取組の満足度において、就学前児童保護者・

小学生保護者ともに、「遊び場や文化・スポーツ・体験活動等の機会の提供」について、『不

満』の割合が『満足』の割合を上回っていました。 

また、子どもを健やかに生み育てるために飯塚市に期待することとして、「地域で子どもた

ちが遊んだり、スポーツをしたりする場や機会の充実」の割合が小学生保護者で特に高く、

半数近くとなっています。 

第2期計画では、乳幼児の親子や小学生同士が集える居場所づくり・遊び場づくり、文化

芸術の鑑賞や自然体験・スポーツ大会等の機会提供などを推進していく必要があります。 

 

〔７〕子どもを犯罪・事故から守る対策 

ニーズ調査では、市の子ども・子育てに関する取組の満足度において、就学前児童保護者・

小学生保護者ともに、「子どもを犯罪・事故から守る対策」について、『不満』の割合が『満

足』の割合を上回っていました。 

また、子どもを健やかに生み育てるために飯塚市に期待することとして、「子どもを事故や

犯罪の被害から守るための対策の推進」の割合が小学生保護者で特に高く、過半数を超えて

高くなっています。 

第2期計画では、地域全体で子どもを見守り、虐待やその他犯罪被害を未然に防ぐ環境の

整備や、危険な道路の把握・安全な道路環境の整備を推進していく必要があります。



第２章 飯塚市の子ども・子育て家庭を取り巻く現状 

 - 30 - 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

計画の基本理念と基本的視点 

 

 



 

 

 

・ 

 

 

 

 

 

 



第３章 計画の基本理念と基本的視点 

 

 - 31 - 

 

第３章 計画の基本理念と基本的視点            

１．計画の基本理念 

 【計画の基本理念】 

 

 

 

 

 

 

 

本計画では、第 1 期飯塚市子ども・子育て支援事業計画の基本理念である「みんなでつく

る すべての子どもが笑顔で暮らせるまち いいづか」を継承します。そして、すべての子

どもの最善の利益の実現を目指すとともに、本市が子育てしやすいまちとして若者や子育て

世代に選ばれていくために、家庭、地域、学校、幼児教育・保育サービス事業者、企業、行

政等の各主体が連携・協働しながら、関連施策を推進していきます。 

 

  なお、その際、子ども・子育て支援法及び基本指針に基づき、父母その他の保護者が子育て

の第一義的責任を有するということを基本的認識として、保護者が子育ての責任を果たし、子

育ての権利を享受することができる子ども・子育て支援をめざします。そのためには、家庭そ

の他の場において、乳児期の愛着形成や幼児期の人格形成の基礎作りといった子どもの育ちや、

子育ての意義について理解が深められ、かつ、保護者が子どもの成長や子育てに伴う喜びが実

感できる支援を進めます。さらに次代を担う子どもたちへの最善の利益を保障しながら、子ど

も一人ひとりが地域みんなに支えられ、心身ともに健やかに成長できるための支援を進めます。 

 

また、このような基本理念に基づき、子育てしやすいまちを作ることは、これから結婚や

出産、子育てを行う世代にとって魅力あるまちを作ることにつながります。これは今後も人

口減少と少子高齢化の進行が見込まれる本市において、若者の定住促進のための取組として

非常に重要です。本計画はこのような市全体の活性化対策としての側面も有する計画として、

推進していきます。 

 

 

みんなでつくる 

すべての子どもが笑顔で暮らせるまち 

いいづか 
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２．計画の基本的視点 

 

〔１〕子どもの人権を尊重し、その「最善の利益」の実現をめざします 

子ども・子育て支援新制度は「子どもの最善の利益」が実現される社会をめざすことを基

本としています。この新制度の理念も踏まえつつ、本市のすべての子どもが、その人権を尊

重されるとともに、一人ひとりにとっての最善の利益が実現され、子どもの成長が日々の生

活の励みになり、保護者とともにすべての子どもが笑顔で暮らせるような子育て支援のまち

をめざします。 

 

 

〔２〕すべての子ども・子育て家庭を支援します 

保護者が子育てについての第一義的責任を有することを前提としつつも、障がいや疾病、

虐待、貧困など社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族を含めたすべての子どもと子

育て家庭を対象に、一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等しく保障することを前提として

取り組みます。 

 

 

〔３〕社会全体で、質の高い教育・保育や子育て支援を提供していきます 

新制度により、就学前児童を中心とした教育・保育や子育て支援のあり方が大きく変わり

ます。新制度下においても、教育・保育施設等の事業者や地域等と連携・協働しながら、子

ども・子育て家庭に対して、質の高いサービスが提供できるよう、基盤整備やサービスの質

の向上に取り組みます。 

 

 

〔４〕「仕事と生活の調和」の実現に向けて取り組みます 

男女がともに子育ての喜びを実感しながら働くことができるよう、国・県や企業等と連携

しながら、長時間労働の是正、男性の育児休業の取得促進などの働き方の見直しをはじめと

した「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」に関する広報啓発など、地域の実情

に応じた取り組み、男性の家事・育児への関わりの支援・促進を推進します。 
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第４章 幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に係る量の

見込みと確保の方策              

１．教育・保育提供区域の設定 

〔１〕教育・保育提供区域について 

幼児期の教育・保育事業及び、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」並びに「確

保方策」を設定する単位として、保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区

域（教育・保育提供区域）を設定します。 

教育・保育提供区域とは、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動す

ることが可能な区域であり、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件や教育・保育の整

備の状況等を総合的に勘案して設定するものです。子ども・子育て支援事業計画では、教育・

保育提供区域ごとに、教育・保育施設及び、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」

並びに「確保方策」を記載することとなっています。 

〔２〕本市における教育・保育提供区域 

本市の提供区域については、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅から容易に移動

することが地理的に可能であることから、社会的条件や教育・保育施設の整備状況等を総合

的に勘案し、教育・保育等をはじめとした主要事業については「市全域」とします。 

放課後児童健全育成事業については、現在の児童クラブの状況や、児童が安全に通える範

囲等を考慮し、「小学校区」を提供区域とします。 

「地域子育て支援拠点事業」については、保護者が身近な地域で子育てに係る情報提供や

相談等を行えるよう、現在の地域子育て支援センター等の配置状況等を勘案して、5 地区を

ブロックとして、提供区域とします。 

 【提供区域の設定】 

事業名 

提供区域 

全市 ブロック
（※） 

小学 

校区 

教育・保育                  【Ｐ34】 ○   

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

時間外保育事業             【Ｐ38】 ○   

放課後児童健全育成事業         【Ｐ39】   ○ 

子育て短期支援事業           【Ｐ47】 ○   

地域子育て支援拠点事業         【Ｐ48】  ○  

一時預かり事業             【Ｐ51】 ○   

病児保育事業              【Ｐ53】 ○   

子育て援助活動支援事業         【Ｐ54】 ○   

利用者支援事業             【Ｐ55】 ○   

妊婦に対する健康診査          【Ｐ56】 ○   

乳児家庭全戸訪問事業          【Ｐ56】 ○   

養育支援訪問事業            【Ｐ57】 ○   

実費徴収にかかる補足給付を行う事業   【Ｐ57】 ○   
多様な主体が参画することを促進するための事業  【Ｐ58】 ○   

（※）ブロック：飯塚地区・穂波地区・筑穂地区・庄内地区・頴田地区



第４章 幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に係る量の見込みと確保の方策 

 ２．教育・保育（１～３号） 

 - 34 - 

 

２．教育・保育（１～３号）  提供区域：全市 

【事業内容】 

・就学前児童に対して、主に幼稚園や認可保育所、認定こども園等で教育・保育を行う

事業であり、子ども・子育て支援新制度において、１～３号の認定に基づく給付とな

ります。 

・令和元年度現在、市内には幼稚園・認定こども園が 13園、認可保育所が 26園あり

ます。 

・量の見込みと確保の方策は、１～３号の認定ごとに、さらに２号認定は教育の利用希

望の有無で、3号認定は 0歳と 1・2歳にそれぞれ区分して整理することとされてい

ます。 

 

【量の確保方策】 

・1号認定・2号認定・3号認定いずれも受け入れ可能見込み数の範囲内に収まる見込み

です。今後も、供給不足が発生しないよう、ニーズへの対応を図ります。 

 ※次頁以降の「量の見込みと確保の内容」参照 

・なお、国の指針により本計画の必須記載事項とされている３号認定における保育利用率

（満３歳未満の子どもの全体数に占める保育利用定員の割合）については、次頁以降に

示す年度ごとの「量の見込みと確保の内容」から以下のとおりとなります。 

 

【３号認定における保育利用率】 

 
令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

推計人口（0～2 歳）【ア】 2,990人 2,878人 2,791人 2,718 人 2,655人 

３号認定の利用定員数（※）

【イ】 
1,986人 2,049人 2,061人 2,080 人 2,080人 

保育利用率【イ／ア】 66.4％ 71.2％ 73.8％ 76.5％ 78.3％ 

※次頁以降の「量の見込みと確保の内容」中の確保方策Ｂ・Ｃの合計値 
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【量の見込みと確保の内容】 

        年度 

        認定区分 

 

量の見込み 

確保の内容 

平成 30 年度（実績） 

1 号 

2 号 3 号 
幼児期の教育

の利用希望が

強い 

それ以外 0 歳 1、2 歳 

幼稚園・ 

認定こども園（幼稚園部分） 

認可保育所・ 

認定こども園（保育所部分） 

実績 

（教育：5 月 1 日現在、 

保育：4 月 1 日現在） 

1,462人 
2,009人 

439人 1,231人 
395人 1,614人 

（他市町村の子ども） 33人 8人 26人 10人 18人 

 

年度 

        認定区分 

 

量の見込み 

確保の内容 

令和 2 年度 

1 号 
2 号 3 号 

幼児期の教育の

利用希望が強い 
それ以外 0 歳 1、2 歳 

幼稚園・ 

認定こども園（幼稚園部分） 

認可保育所・ 

認定こども園（保育所部分） 

量
の
見
込
み 

市内居住の子ども 
1,433人 

1,869人 
511人 1,354人 

331人 1,538人 

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

計【Ａ】 1,453人 1,892人 516人 1,366人 

確
保
方
策 

（
既
存
分
） 

特定教育・保育施設 966人 1,938人 491人 1,375人 

（確認を受けない幼稚園） 800人    

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

特定地域型保育事業    25人 56人 

計【Ｂ】 1,786人 1,961人 521人 1,443人 

差【Ｂ-Ａ】 333人 69人 5人 77人 

（
整
備
分
） 

特定教育・保育施設 
（施設整備・定員増等）

【Ｃ】 
0人 18人 8人 14人 

差【Ｂ＋Ｃ-Ａ】 333人 87人 13人 91人 
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年度 

        認定区分 

 

量の見込み 

確保の内容 

令和 3 年度 

1 号 
2 号 3 号 

幼児期の教育の

利用希望が強い 
それ以外 0 歳 1、2 歳 

幼稚園・ 

認定こども園（幼稚園部分） 

認可保育所・ 

認定こども園（保育所部分） 

量
の
見
込
み 

市内居住の子ども 
1,401人 

1,831人 
518人 1,393人 

324人 1,507人 

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

計【Ａ】 1,421人 1,854人 523人 1,405人 

確
保
方
策 

（
既
存
分
） 

特定教育・保育施設 930人 1,956人 499人 1,389人 

（確認を受けない幼稚園） 800人    

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

特定地域型保育事業    25人 56人 

計【Ｂ】 1,750人 1,979人 529人 1,457人 

差【Ｂ-Ａ】 329人 125人 6人 52人 

（
整
備
分
） 

特定教育・保育施設 
（施設整備・定員増等）

【Ｃ】 
0人 94人 15人 48人 

差【Ｂ＋Ｃ-Ａ】 329人 219人 21人 100人 
 

年度 

        認定区分 

 

量の見込み 

確保の内容 

令和 4 年度 

1 号 
2 号 3 号 

幼児期の教育の

利用希望が強い 
それ以外 0 歳 1、2 歳 

幼稚園・ 

認定こども園（幼稚園部分） 

認可保育所・ 

認定こども園（保育所部分） 

量
の
見
込
み 

市内居住の子ども 
1,369人 

1,746人 
526人 1,434人 

309人 1,437人 

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

計【Ａ】 1,389人 1,769人 531人 1,446人 

確
保
方
策 

（
既
存
分
） 

特定教育・保育施設 900人 2,050人 514人 1,437人 

（確認を受けない幼稚園） 800人    

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

特定地域型保育事業    25人 56人 

計【Ｂ】 1,720人 2,073人 544人 1,505人 

差【Ｂ-Ａ】 331人 304人 13人 59人 

（
整
備
分
） 

特定教育・保育施設 
（施設整備・定員増等）

【Ｃ】 
0人 ▲7人 2人 10人 

差【Ｂ＋Ｃ-Ａ】 331人 297人 15人 69人 
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年度 

        認定区分 

 

量の見込み 

確保の内容 

令和 5 年度 

1 号 
2 号 3 号 

幼児期の教育の

利用希望が強い 
それ以外 0 歳 1、2 歳 

幼稚園・ 

認定こども園（幼稚園部分） 

認可保育所・ 

認定こども園（保育所部分） 

量
の
見
込
み 

市内居住の子ども 
1,314人 

1,673人 
534人 1,474人 

296人 1,377人 

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

計【Ａ】 1,334人 1,696人 539人 1,486人 

確
保
方
策 

（
既
存
分
） 

特定教育・保育施設 900人 2,043人 516人 1,447人 

（確認を受けない幼稚園） 800人    

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

特定地域型保育事業    25人 56人 

計【Ｂ】 1,720人 2,066人 546人 1,515人 

差【Ｂ-Ａ】 386人 370人 7人 29人 

（
整
備
分
） 

特定教育・保育施設 
（施設整備・定員増等）

【Ｃ】 
0人 0人 3人 16人 

差【Ｂ＋Ｃ-Ａ】 386人 370人 10人 45人 
 

年度 

        認定区分 

 

量の見込み 

確保の内容 

令和 6 年度 

1 号 
2 号 3 号 

幼児期の教育の

利用希望が強い 
それ以外 0 歳 1、2 歳 

幼稚園・ 

認定こども園（幼稚園部分） 

認可保育所・ 

認定こども園（保育所部分） 

量
の
見
込
み 

市内居住の子ども 
1,264人 

1,611人 
543人 1,516人 

285人 1,326人 

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

計【Ａ】 1,284人 1,634人 548人 1,528人 

確
保
方
策 

（
既
存
分
） 

特定教育・保育施設 900人 2,043人 519人 1,463人 

（確認を受けない幼稚園） 800人    

（他市町村の子ども） 20人 2人 21人 5人 12人 

特定地域型保育事業    25人 56人 

計【Ｂ】 1,720人 2,066人 549人 1,531人 

差【Ｂ-Ａ】 436人 432人 1人 3人 

（
整
備
分
） 

特定教育・保育施設 
（施設整備・定員増等）

【Ｃ】 
0人 0人 0人 0人 

差【Ｂ＋Ｃ-Ａ】 436人 432人 1人 3人 
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３．地域子ども・子育て支援事業 

 

〔１〕時間外保育事業 提供区域：全市 

【事業内容】 

・保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日と利用時間以外の日時において、保育

所、認定こども園等において、保育を実施する事業です。 

・令和元年度現在、市内の保育所等 33 園中 27 園で実施しています（延長保育事業／最

長 19時 30分まで）。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 931人 1,456人 1,414人 1,359人 1,313人 1,273人 

②確保の内容 - 1,620人 1,620人 1,620人 1,620人 1,620人 

 (27園) (27園) (27園) (27園) (27園) (27園) 

差（②－①） - 164人 206人 261人 307人 347人 

   ※令和２年度以降の確保の内容は年間最大利用可能数 

 

【量の確保方策】 

・教育・保育における 3号認定者の増加と連動して利用者の増加が見込まれます。利用ニ

ーズに十分対応できる供給体制の確保に努めます。 
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〔２〕放課後児童健全育成事業 提供区域：小学校区 

【事業内容】 

・保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了

後に児童館や小学校の余裕教室等を利用して適切な遊びと生活の場を与えて、その健全

な育成を図る事業です。 

・令和元年度現在、市内 19小学校区中 18小学校区・19施設で実施しています（八木山

小学校区の児童は飯塚鎮西児童クラブで対応）。 

 

≪市全体≫ 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 2,032人 2,244人 2,230人 2,233人 2,200人 2,160人 

②確保の内容 2,532人 2,692人 2,692人 2,692人 2,692人 2,692人 

差（②－①） 500人 448人 462人 459人 492人 532人 

※確保の内容の人数は児童クラブ定員数（以下、同じ） 

【量の確保方策】 

・放課後児童健全育成事業の提供区域を小学校区単位とし、校区ごとに量の見込みと確保

方策を定めます（次頁以降参照）。 

 

【放課後子ども教室との連携】 

・平成 30 年 9 月に国が策定した「新・放課後子ども総合プラン」では、放課後児童ク

ラブと放課後子ども教室の一体的、または連携での実施の推進を目指しています。本市

でも、児童クラブがあるすべての小学校区で、余裕教室等を活用しつつ、放課後児童ク

ラブおよび放課後子ども教室を一体的、または連携して実施します。 
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≪提供区域（小学校区）別≫ 

① 伊岐須 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 199人 207人 205人 206人 203人 199人 

 二瀬 - 104人 103人 103人 102人 100人 

 伊岐須 - 103人 102人 103人 101人 99人 

②確保の内容 240人 240人 240人 240人 240人 240人 

 二瀬 - 120人 120人 120人 120人 120人 

 伊岐須 - 120人 120人 120人 120人 120人 

差（②－①） 41人 33人 35人 34人 37人 41人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、二瀬児童クラブは定員 120人（集会室 2室、支援員 5人）、伊岐須

児童クラブ定員 120人（集会室 3室、支援員 6人）で対応しています。今後も現状の

体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

 

② 幸袋 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 149人 157人 156人 156人 154人 151人 

②確保の内容 180人 180人 180人 180人 180人 180人 

差（②－①） 31人 23人 24人 24人 26人 29人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 180人（集会室 3室、支援員 7人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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③ 立岩 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 201人 237人 236人 236人 232人 228人 

②確保の内容 265人 265人 265人 265人 265人 265人 

差（②－①） 64人 28人 29人 29人 33人 33人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 265人（集会室 5室、支援員 10人）で対応しています。今後

も現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

④ 飯塚東 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 137人 177人 176人 176人 174人 171人 

②確保の内容 210人 210人 210人 210人 210人 210人 

差（②－①） 73人 33人 34人 34人 36人 39人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 210人（集会室 3室、支援員 9人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑤ 飯塚 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 85人 96人 96人 96人 94人 93人 

②確保の内容 111人 111人 111人 111人 111人 111人 

差（②－①） 26人 25人 25人 25人 27人 28人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 111人（集会室 2室、支援員 4人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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⑥ 菰田 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 54人 65人 64人 65人 64人 62人 

②確保の内容 75人 75人 75人 75人 75人 75人 

差（②－①） 21人 10人 11人 10人 11人 13人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 75 人（集会室 1 室、支援員 3 人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑦ 鯰田 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 47人 64人 63人 63人 63人 61人 

②確保の内容 104人 104人 104人 104人 104人 104人 

差（②－①） 57人 40人 41人 41人 41人 43人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 104人（集会室 2室、支援員 4人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑧ 片島 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 119人 141人 140人 140人 138人 136人 

②確保の内容 170人 170人 170人 170人 170人 170人 

差（②－①） 51人 29人 30人 30人 32人 34人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 170人（集会室 3室、支援員 7人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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⑨ 飯塚鎮西 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 167人 191人 190人 191人 188人 184人 

②確保の内容 220人 220人 220人 220人 220人 220人 

差（②－①） 53人 29人 30人 29人 32人 36人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 220 人（集会室 4 室、支援員 8 人）で対応しています。今後

も現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑩ 庄内 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 179人 181人 180人 180人 178人 175人 

②確保の内容 216人 216人 216人 216人 216人 216人 

差（②－①） 37人 35人 36人 36人 38人 41人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 216人（集会室 4室、支援員 9人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑪ 頴田 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 76人 83人 83人 83人 81人 80人 

②確保の内容 95人 95人 95人 95人 95人 95人 

差（②－①） 19人 12人 12人 12人 14人 15人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 95 人（集会室 2 室、支援員 4 人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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⑫ 上穂波 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 79人 79人 79人 79人 77人 76人 

②確保の内容 100人 100人 100人 100人 100人 100人 

差（②－①） 21人 21人 21人 21人 23人 24人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 100人（集会室 2室、支援員 5人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑬ 大分 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 49人 57人 56人 56人 56人 55人 

②確保の内容 65人 65人 65人 65人 65人 65人 

差（②－①） 16人 8人 9人 9人 9人 10人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 65 人（集会室 1 室、支援員 3 人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑭ 内野 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 17人 21人 21人 21人 21人 20人 

②確保の内容 32人 32人 32人 32人 32人 32人 

差（②－①） 15人 11人 11人 11人 11人 12人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 32 人（集会室 1 室、支援員 3 人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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⑮ 穂波東 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 213人 220人 219人 219人 215人 212人 

②確保の内容 255人 255人 255人 255人 255人 255人 

差（②－①） 42人 35人 36人 36人 40人 43人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 255人（集会室 5室、支援員 11人）で対応しています。今後

も現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑯ 若菜 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 124人 114人 114人 114人 112人 110人 

②確保の内容 164人 164人 164人 164人 164人 164人 

差（②－①） 40人 50人 50人 50人 52人 54人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 164人（集会室 3室、支援員 6人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

⑰ 椋本 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 104人 115人 114人 114人 112人 110人 

②確保の内容 135人 135人 135人 135人 135人 135人 

差（②－①） 31人 20人 21人 21人 23人 25人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 135人（集会室 2室、支援員 5人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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⑱ 高田 小学校区 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

３０年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 33人 39人 38人 38人 38人 37人 

②確保の内容 55人 55人 55人 55人 55人 55人 

差（②－①） 22人 16人 17人 17人 17人 18人 

【量の確保方策】 

・令和元年度現在、定員 55 人（集会室 1 室、支援員 3 人）で対応しています。今後も

現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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〔３〕子育て短期支援事業（ショートステイ） 提供区域：全市 

【事業内容】 

・保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となっ

た就学前児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業です。 

・令和元年度現在、チャイルドステイ事業（ショートステイ・トワイライトステイ）とし

て「鞍手乳児院」に委託して実施しています（定員 30 人、実施体制 35 人）。平成 30

年度の利用は１人日に留まっています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 1人日 30人日 29人日 28人日 27人日 26人日 

②確保の内容 30人日 30人日 30人日 30人日 30人日 30人日 

差（②－①） 29人日 0人日 1人日 2人日 3人日 4人日 

 

【量の確保方策】 

・現在の委託施設１か所（鞍手乳児院）の定員及び実施体制の維持に努めます。 
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〔４〕地域子育て支援拠点事業 提供区域：ブロック 

【事業内容】 

・親子が交流するための事業を実施し、子育てを応援したり、育児不安や子育ての様々な

相談を受けながら子育て支援を行う事業です。 

・令和元年度現在、市内 4 か所で実施しています（地域子育て支援センター3 か所、街な

かひろば 1か所）。 

 

≪市全体≫ 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 22,590人回 29,864人回 28,745人回 27,876人回 27,147人回 26,518人回 

②確保の内容 - 29,864人回 28,745人回 27,876人回 27,147人回 26,518人回 

差（②－①） - 0人回 0人回 0人回 0人回 0人回 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・地域子育て支援拠点事業の提供区域をブロック単位とし、ブロックごとに量の見込みと

確保方策を定めます。 

・量の確保方策については、令和５年度を目途に穂波ブロックに１か所開設して、市内５

か所（各ブロックごと１か所）での実施とし、低年齢児に留まらず、広く就学前児童を

中心とした利用ニーズに対応できる体制の維持に努めます。 

 

≪提供区域（ブロック区）別≫ 

① 飯塚 ブロック 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 15,316人回 20,417人回 19,652人回 19,057人回 15,338人回 14,983人回 

②確保の内容 15,316人回 20,417人回 19,652人回 19,057人回 15,338人回 14,983人回 

差（②－①） - 0人回 0人回 0人回 0人回 0人回 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・飯塚ブロックには、現在「街なか子育てひろば」で地域子育て支援拠点事業を実施して

おり、今後も現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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② 穂波 ブロック 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み - 0人回 0人回 0人回 3,258人回 3,182人回 

②確保の内容 - 0人回 0人回 0人回 3,258人回 3,182人回 

差（②－①） - 0人回 0人回 0人回 0人回 0人回 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・穂波ブロックには、現在、地域子育て支援拠点事業の実施拠点がありません。令和 5年

度を目途に穂波ブロックに設置し、ニーズに対応していきます。 

 

③ 筑穂 ブロック 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 880人回 1,330人回 1,281人回 1,242人回 1,222人回 1,193人回 

②確保の内容 880人回 1,330人回 1,281人回 1,242人回 1,222人回 1,193人回 

差（②－①） - 0人回 0人回 0人回 0人回 0人回 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・筑穂ブロックでは、現在、「筑穂子育て支援センター」で地域子育て支援拠点事業を実

施しており、今後も現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 

 

④ 庄内 ブロック 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績）） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 3,328人回 4,143人回 3,987人回 3,867人回 3,800人回 3,713人回 

②確保の内容 3,328人回 4,143人回 3,987人回 3,867人回 3,800人回 3,713人回 

差（②－①） - 0人回 0人回 0人回 0人回 0人回 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・庄内ブロックでは、現在、「庄内子育て支援センター」で地域子育て支援拠点事業を実

施しており、今後も現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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⑤ 頴田 ブロック 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 3,066人回 3,974人回 3,825人回 3,710人回 3,529人回 3,447人回 

②確保の内容 3,066人回 3,974人回 3,825人回 3,710人回 3,529人回 3,447人回 

差（②－①） - 0人回 0人回 0人回 0人回 0人回 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・頴田ブロックでは、現在、「頴田子育て支援センター」で地域子育て支援拠点事業を実

施しており、今後も現状の体制を維持し、ニーズに対応していきます。 
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〔５〕一時預かり事業 提供区域：全市 

【事業内容】 

・家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

において、幼稚園、保育所、認定こども園、その他の場所において、一時的に預かり、

必要な保護を行う事業です。 

・量の見込みは、「幼稚園在園児を対象とした一時預かり」と「幼稚園在園児を対象とし

たもの以外の一時預かり、子育て援助支援事業、子育て短期支援事業」に分けて算出す

ることとされています。 

 

 

① 一時預かり事業（幼稚園在園児を対象） 

【事業内容】 

・幼稚園在園児を対象とした一時預かり事業です。 

・幼稚園在園児を対象とした一時預かりは、令和元年度現在、市内の幼稚園・認定こども

園 13園すべてが実施しています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 38,222人日 39,993人日 39,109人日 38,043人日 36,502人日 35,119人日 

 １号認定に

よる利用 
 

32,489人日 31,763人日 31,038人日 29,791人日 28,657人日 

 ２号認定に

よる利用 
7,504人日 7,346人日 7,005人日 6,711人日 6,462人日 

②確保の内容 - 39,993人日 39,109人日 38,043人日 36,502人日 35,119人日 

（11園） （16園） （16園） （16園） （16園） （16園） 

差（②－①） - 0人日 0人日 0人日 0人日 0人日 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

※確保の内容の 16 園は幼稚園 6 園・認定こども園 10 園 

 

【量の確保方策】 

・現在の供給体制（幼稚園・認定こども園 13園）に加え、令和 2年度に保育所から認定

こども園へ移行予定である 3園の計 16園で利用ニーズに対応していきます。 
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② 一時預かり事業（幼稚園在園児を対象としたもの以外）、子育て援助支援事業、 

子育て短期支援事業 

【事業内容】 

・就学前児童全般を対象とした保育所等での一時預かり、子育て援助活動支援事業での一

時預かり、子育て短期支援事業による一時預かり事業です。 

・保育所等での一時預かりは、令和元年度現在、市内の認可保育所等 33園中 16園で実

施しています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 4,512人日 4,377人日 4,212人日 4,083人日 3,976人日 3,883人日 

②確保の内容 - 4,377人日 4,212人日 4,083人日 3,976人日 3,883人日 

 一時預かり事業 
（幼稚園在園児を対象と

したもの以外） - 

4,291人日 

（最大利用可能数 

24,000 人日） 

4,126人日 

（最大利用可能数 

24,000 人日） 

3,997人日 

（最大利用可能数 

24,000 人日） 

3,890人日 

（最大利用可能数 

24,000 人日） 

3,797人日 

（最大利用可能数 

24,000 人日） 

  (16園) (16園) (16園) (16園) (16園) (16園) 

 子育て援助活動支援

事業（病児・緊急対応強

化事業を除く） 
- 80人日 80人日 80人日 80人日 80人日 

 子育て短期支援事業 
（トワイライトステイ） 

- 6人日 6人日 6人日 6人日 6人日 

差（②－①） - 0人日 0人日 0人日 0人日 0人日 

※令和元年度以降の一時預かり事業の確保の内容（最大利用可能数） 

 

【量の確保方策】 

・現在の供給体制（市内の認可保育所等 16園）を維持し、利用ニーズに対応していきま

す。 
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〔６〕病児保育事業 提供区域：全市 

【事業内容】 

・病気回復期の児童を家庭で保育ができないとき、看護師、保育士がいる専用施設内で一

時的に預かり、保護者の子育てと就労の両立を支援する事業です。 

・令和元年度現在、市内１か所（定員合計 6人）の医療機関に委託して実施しています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 152人日 179人日 174人日 167人日 161人日 156人日 

②確保の内容 - 1,440人日 1,440人日 1,440人日 1,440人日 1,440人日 

  (1か所) (１か所) (１か所) (１か所) (１か所) (１か所) 

差（②－①） - 1,261人日 1,266人日 1,273人日 1,279人日 1,284人日 

 

【量の確保方策】 

・現在の供給体制を維持し、利用ニーズに対応していきます。 

 なお、利用者の利便性向上や流行性疾患・感染症等に対応するため、関係機関と連携し、

将来的な増設に向けた協議・検討を行います。 

 

 

 

 



第４章 幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に係る量の見込みと確保の方策 

 ３．地域子ども・子育て支援事業 

 - 54 - 

 

〔７〕子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）［就学児］提供区域：全市 

【事業内容】 

・乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者等を会員として、児童の一時預かり

等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活

動に関する連絡、調整を行う事業です。 

・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）の量の見込みについ

ては、就学前児童（0～5歳）分は、前述の「一時預かり事業」として見込み、就学児（6-11

歳）分は別途見込むこととされていることから、ここでは「就学児分」を整理していま

す。 

・令和元年度現在、NPO 法人つどいの広場いいづかに委託して実施しています。平成 30

年度は、延べ 87人が就学児による利用でした。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 87人日 69人日 69人日 69人日 68人日 67人日 

②確保の内容 87人日 69人日 69人日 69人日 68人日 67人日 

差（②－①） 0人日 0人日 0人日 0人日 0人日 0人日 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・就学児の利用については今後も現在と同程度の利用を想定しており、委託先（NPO 法

人つどいの広場いいづか）と連携して、就学前児童も含め利用ニーズに対応できる体制

の維持・充実に努めます。 
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〔８〕利用者支援事業 提供区域：全体 

【事業内容】 

・子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情

報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施す

る事業です。 

＜事業の概要＞ 

主な事業 

総合的な 

利用支援 

子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、教育・保育施設及び地

域子育て支援事業等の利用にあたっての「情報集約・提供」「相

談」「利用支援・援助」 

地域連携 

子育て支援などの関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づ

くりを行い、地域の子育て資源の育成、地域課題の発見・共有、

地域で必要な社会資源の開発等 

類型 

（いずれ

かを選択） 

基本型 

「利用者支援」と「地域連携」をともに実施する形態 

主として行政窓口以外で、親子が継続的に利用できる施設を活

用（例：地域子育て支援拠点事業で実施の「地域機能強化型」） 

特定型 
主に「利用者支援」を実施する形態 ※地域連携については行

政がその機能を果たす（例：横浜市「保育コンシェルジュ事業」） 

母子保健型 

子育て世代包括支援センター 

妊娠期から子育て期にわたるまで母子保健や育児に関する

様々な悩み等に円滑に対応 
 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の 

見込み 

（＝②確保

の内容） 

全 体 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 ３か所 

基本型 

特定型 
２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

母子保健型 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所 

 

【量の確保方策】 

・街なか子育てひろば（基本型）と市役所子育て支援課（特定型）、子育て世代包括支援

センター（母子保健型）の３か所において実施します。 
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〔９〕妊婦に対する健康診査 提供区域：全市 

【事業内容】 

・妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把

握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医

学的検査を実施する事業です。 

・本市では母子健康手帳の交付時に妊婦健康診査の補助券（14回分）をあわせて交付し、

医療機関（福岡県医師会会員医療機関）での受診を勧奨しています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 12,513人 13,328人 12,908人 12,614人 12,306人 12,026人 

②確保の内容 12,513人 13,328人 12,908人 12,614人 12,306人 12,026人 

差（②－①） 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・今後も母子健康手帳交付時の健診補助券交付を継続するとともに、受診勧奨に努めます。 

 

 

〔１０〕乳児家庭全戸訪問事業 提供区域：全市 

【事業内容】 

・生後 4 か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行う事業です。 

・本市では、平成 23 年 4 月から「赤ちゃんすくすく元気訪問事業（乳児家庭全戸訪問事

業）」として実施しています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 778人 952人 922人 901人 879人 859人 

②確保の内容 778人 952人 922人 901人 879人 859人 

差（②－①） 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・対象乳児のいる家庭を確実に把握し、訪問できるよう努めます。 



第４章 幼児期の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業に係る量の見込みと確保の方策 

 ３．地域子ども・子育て支援事業 

 - 57 - 

 

〔１１〕養育支援訪問事業 提供区域：全市 

【事業内容】 

・養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を

行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

・本市では、平成 23年 8月から「赤ちゃんすくすく元気訪問事業（養育支援訪問事業）」

として実施しています。 

 

【量の見込みと確保の内容】 

 
平 成 

30 年度 
（実績） 

令 和 
2 年度 

令 和 
３年度 

令 和 
４年度 

令 和 
５年度 

令 和 
６年度 

①量の見込み 161人 190人 189人 180人 176人 172人 

②確保の内容 161人 190人 189人 180人 176人 172人 

差（②－①） 0人 0人 0人 0人 0人 0人 

※①量の見込み＝②確保の内容とする 

【量の確保方策】 

・対象乳幼児のいる家庭・若年出産等養育支援が必要な家庭を確実に把握し、訪問できる

よう努めます。 

 

 

〔１２〕実費徴収にかかる補足給付を行う事業 提供区域：全市 

【事業内容】 

・保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき

日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用または行事への参

加に要する費用等を助成する事業です。 

・今後、国から提示される事業の内容を踏まえて、対象者数や事業の効果等を勘案しなが

ら、事業の実施について検討していきます。 

 ※この事業は量の見込み・確保方策を定めない事業です。 
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〔１３〕多様な主体が参画することを促進するための事業 提供区域：全市 

【事業内容】 

・教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の

能力を活用した教育・保育施設等の設置または運営を促進するための事業です。 

・今後、国から提示される事業の内容を踏まえつつ、地域の教育・保育施設等の事業者の

状況等も十分に勘案したうえで、事業の実施について検討していきます。 

 ※この事業は量の見込み・確保方策を定めない事業です。 
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４．幼児期の教育・保育の一体的提供等の推進策          

〔１〕認定こども園の普及 

認定こども園は、幼稚園と保育所の機能をあわせ持ち、保護者の就労状況等によらず柔軟

に子どもを受け入れられる施設であり、子ども・子育て支援新制度では、認可手続きの簡素

化等により、幼稚園・保育所からの移行が促進される仕組みとなっています。 

本市では、特に 0～2 歳の低年齢児の新たな教育・保育の場として期待されることから、

福岡県子育て応援基金を活用し、0 歳児から受け入れ可能な認定こども園の整備への補助を

行うなど、その普及を図ります。 

また、新制度下での利用者負担の設定にあたり、現行の幼稚園等の利用者負担等の状況を

考慮して設定するなど、私立幼稚園や認定こども園が新制度に移行しやすい環境づくりに取

り組みます。 

 

 

〔２〕質の高い教育・保育や子育て支援の推進 

乳幼児期は子どもの生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、発達段階

に応じた質の高い教育・保育や子育て支援が提供されることが重要です。 

質の高い教育・保育や子育て支援を提供するためには、幼稚園教諭や保育士等の専門性の

向上が不可欠であるため、幼稚園・私立保育所の研修への補助を継続するなど、教育・保育

や子育て支援に係る専門職の資質向上支援に努めます。 

また、安定した継続的な保育・教育を提供するために幼稚園教諭・保育士等の人材確保、

職員の処遇や配置の改善に努めます。 

 

 

〔３〕幼稚園、保育所、認定こども園と小学校、関係機関等との連携の推進 

子どもに対して妊娠・出産期から成長段階に応じて切れ目のない支援を行い、連続性・一

貫性のある保育・教育を提供するために、就学前の教育・保育施設と小学校、放課後児童ク

ラブなどの関係機関との連携が不可欠です。 

本市では、配慮が必要な子どもに関する幼稚園・保育所・認定こども園と小学校、関係機

関との情報交換や、入学前相互訪問など、就学前・後の関係者の情報交換や連携に取り組ん

でいます。今後もこのような取組を継続して実施し、保幼小及び児童クラブなどの関係機関

との連携を推進していきます。 
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５．「子育てのための施設等利用給付」（幼児教育・保育無償化）の円滑な実施  

「子育てのための施設等利用給付」については、公正かつ適正な支給の確保、保護者の経

済的負担の軽減や利便性、特定子ども・子育て支援施設等の運営に支障がないよう、給付の

回数及び時期に配慮し実施します。 

また、特定子ども・子育て支援施設等の確認や公示、指導監督等を行うために、情報提供

や立入調査への同行、関係法令に基づく是正指導等の協力を要請する等、県との連携を図っ

ていきます。 
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第５章 その他の子ども・子育て支援に係る施策           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．産休・育休後における特定教育・保育施設等の円滑な利用確保 

保護者が産休（産前・産後休業）、育休（育児休業）明けに希望に応じて円滑に、幼稚園や

保育所、認定こども園を利用できるよう、産休・育休中の保護者に対する情報提供や相談支援

を行うとともに、計画的に教育・保育施設等の基盤整備を進めます。 

これらの取組にあたっては、0歳児の保護者が保育所等への入所時期を考慮して育休取得を

ためらったり、取得中の育休を途中で切り上げたりする状況があることを踏まえ、育休満了時

（原則 1 歳到達時）からの利用を希望する保護者が、希望時期から質の高い保育を利用でき

るよう配慮に努めます。 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

１ 利用者支援事業 【第４章-３－［８］参照】 子育て支援課 ○ 

 

 

 

 

≪第５章の構成と見方≫ 

 

■第５章－１～５（国の基本指針における「市町村子ども・子育て支援事業計画」

の任意記載事項）及び、第５章－８（本市独自項目［飯塚市次世代育成支援対策

行動計画後期計画から継承する施策やその他関連施策］）については、分野ごと

に関連する具体的事業を表形式で掲載しています。 

■具体的事業のうち、表中の「進捗管理」に「○」を付けたものは、その実績や進

捗を把握することによって、本計画の進捗状況を点検・評価していく事業として

考えているものです。 
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２．児童虐待の防止 

〔１〕関係機関との連携と相談体制の強化 

児童虐待の発生予防と早期発見・対応のためには、地域の関係機関の連携と情報共有が不

可欠です。本市は「飯塚市要保護児童連絡協議会」を設置しており、今後も、代表者会議・

専門部会・実務者会議を適宜開催しながら、虐待をはじめとした要保護児童の支援に関わる

関係機関の連携強化を図ります。 

また、虐待の危険度や緊急性を客観的に判断するためのアセスメントを導入し、被虐待児

に関する情報収集や適切な対応の強化を図ります。 

相談体制については、家庭児童相談員が、子育て中の保護者と適切な指導を含めた関わり

を構築できるよう、研修等により資質向上を図ります。 

さらに、平成 28年 6月に公布された児童福祉法等の一部を改正する法律により、児童福

祉法が改正となり、市区町村は、地域の資源や必要なサービスと有機的につないでいくソー

シャルワークを中心とした機能を担う支援拠点（市区町村子ども家庭総合支援拠点）の設置

に努めることとされました。本市においても、令和 4年度までの設置に向けて整備を進めま

す。 

 

 

〔２〕虐待の発生予防と早期発見・対応 

平成 30年に制定した「飯塚市の子どもをみんなで守る条例」に基づき、児童虐待が子ども

に及ぼす影響、児童虐待の予防のための子育て支援施策、児童虐待の通告義務等について必

要な広報・啓発活動を行うとともに、子どもの安全を確保するため、関係機関と連携しなが

ら情報提供及び支援を行います。 

健康診査やその未受診者へのフォロー訪問、その他の保健指導、乳児家庭全戸訪問事業等

の母子保健事業や、地域の医療機関等との連携により、支援を必要とする親子を早期に把握

し、特に支援を必要とする場合には、養育支援事業等の適切な支援につなげていきます。 

また、児童虐待防止に関する知識や体罰によらない育児の知識の普及・啓発を図るため講

演会開催や街頭啓発に取り組むとともに、病院、児童委員や NPO、ボランティア等の地域の

関係団体が児童虐待を早期に発見し、子どもに対し必要な保護・支援、保護者に対して必要

な指導・支援を行うことができるよう、研修等をとおして資質の向上を図ります。 
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〔３〕社会的養護施策との連携 

社会的養護を必要とする子どもについては、地域の里親や児童養護施設等において子ども

が健やかに成長できるよう、学校等の地域の関係機関や県等とも連携しながら、支援体制の

整備に努めます。 

母子生活支援施設については、母子がともに生活しながら必要な支援を受けることができ

ることから、児童相談所等の関係機関と連携し、利用促進や支援機能の充実に努めます。 

また、子育て短期支援事業（ショートステイ）を実施する児童養護施設などの社会的養護

に関わる地域資源を地域の子育て支援に有効に活用するため、これらの関連施設との連携強

化に努めます。 
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【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

2 
乳児院の設置・

活用  

児童虐待や家庭問題の事情等により家庭で

の養育が難しい乳児等を入院させて、養育

し、又その他の援助を行うことを目的とす

る乳児院の誘致を検討します。 

現在、飯塚・嘉麻地区に乳児院がないこと

から、近隣にある乳児院との連携を維持し

ながら、積極的な活用を図っていきます。 

子育て支援課 ○ 

3 家庭児童相談 

家庭児童相談室において、家庭や社会にお

ける人間関係や児童養育上の相談に応じ、

助言・指導を行っています。養育上の問題

や児童虐待、家族関係等に関する相談に対

応していますが、相談件数は増加、複雑化

しています。 

このため、家庭児童相談員と保健師をはじ

めとする庁内関係者間の連携や関係機関と

の連携を強化し、情報共有と迅速な対応に

努めます。 

子育て支援課 ○ 

4 
飯塚市要保護児

童連絡協議会 

飯塚市要保護児童連絡協議会を設置し、要

保護児童等の早期発見及び早期対応やその

適切な保護を図るために必要な情報の交換

を行うとともに、要保護児童等に対する支

援の内容に関する協議を行っています。今

後も実務者会議・部会・代表者会議を継続

して開催し、各関係機関が連携して要保護

児童等の早期発見、早期対応等に努めます。 

また、代表者会議・部会・実務者会議によ

りきめ細やかに対応するための体制づくり

を図るとともに、必要に応じて会議の開催

回数の増加や協議会を構成する関係機関の

追加を行うなど、取組の強化を図ります。 

子育て支援課 ○ 

5 
要保護児童援護

の実施 

被虐待児等の要保護児童等への援護対策と

して、家庭児童相談員による地域・関係機

関への働きかけ、児童相談所への連絡、家

庭訪問による助言等を行っており、実施に

あたっては、母子・父子自立支援員と連携

を図っています。今後も家庭児童相談室を

中心に、各関係機関と連携を図りながら、

要保護児童等に対応するとともに、困難事

例等については、要保護児童連絡協議会で

協議しながら対応に努めます。 

子育て支援課 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

６ 
子ども家庭総合

支援拠点事業 

令和4年度までの設置に向けた整備を実施

します。子どもとその家庭及び妊産婦等を

対象に、実情の把握、子ども等に関する相

談全般、通所・在宅支援を中心としたより

専門的な相談対応や必要な調査、訪問等に

よる継続的なソーシャルワーク業務などを

行います。 

子育て支援課 ○ 

７ 
児童虐待防止へ

の広報啓発 

飯塚市の子どもをみんなで守る条例に基づ

き、児童虐待防止に関する知識や体罰によ

らない育児の知識の普及・啓発を図るため、

児童虐待防止のために必要な子育て家庭へ

の情報提供や、児童虐待の通告義務等につ

いて、広報啓発を行います。 

児童虐待防止推進月間においては、関係機

関等と連携し、児童虐待防止についての関

心と理解を深めるための街頭啓発及び講演

会を行います。 

子育て支援課  

８ 
関係機関等職員

の資質向上 

関係機関等の職員に対し、児童虐待の早期

発見及び防止等に寄与することができるよ

う、研修等への参加に必要な措置を講じま

す。 

子育て支援課  

９ 
母子健康手帳交

付 

妊娠・出産・育児までの一貫した健康状態

等を記録する「母子健康手帳」を、保健セ

ンターで交付するとともに、交付時に妊婦

の状況に応じた相談・指導や情報提供に努

め、支援が必要な妊婦には訪問等を通して

継続的な支援に努めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

10 乳幼児健康診査 

乳幼児の成長・発達に重要な月齢である 4

か月児・8 か月児・1 歳 6 か月児・3 歳児

の健康診査を実施しています。身体計測、

医師・歯科医師の診察などにより、疾病や

異常の早期発見に努めるとともに、保健指

導や育児に関する相談を行っています。 

また、訪問等により未受診者の把握と受診

勧奨に努めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

11 

新生児訪問指

導・妊産婦訪問

指導・乳幼児訪

問指導・未熟児

訪問指導 

出生連絡票や妊婦健診受診票などから把握

された妊産婦や乳児、また乳幼児健診など

で要フォローとされた対象者に対して訪問

し、児の発育発達、栄養、疾病予防、育児

状況、家庭状況や生活状況の把握を行うと

ともに、子育て支援を実施しています。ま

た支援の必要なご家庭には、子育て支援課

の家庭児童相談員と同伴訪問を行います。

新生児訪問については、必要に応じ助産師

会に委託し、産後の母親の状態や母乳管理

等についてより適切な指導を実施していま

す。未熟児訪問については、低出生体重児

の届出や病院からの情報提供をもとに連携

を図りながら保健師が実施しております。 

健幸・スポーツ課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

12 予防接種 

「予防接種法」に基づき予防接種を実施し

ています【個別接種：小児肺炎球菌、ヒブ

（インフルエンザ菌ｂ型）、四種混合、水痘、

二種混合、麻しん、風しん、日本脳炎、Ｍ

Ｒ（麻しん風しん混合ワクチン）、ＢＣＧ、】。

引き続き、接種率向上と予防接種の内容の

周知に努めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

13 電話健康相談 

保健センター等で、子育てに関する相談や

妊産婦の食事や授乳、離乳食・幼児食など

の栄養に関する相談に随時対応し、助言・

指導を行っています。引き続き、広報を行

い、随時の電話相談に十分対応できるよう

体制整備に努めます。 

健幸・スポーツ課  

14 健康育児の相談 

地域の会場等において、乳幼児の発育や発

達に不安のある保護者を対象に、計測・発

達チェック・個別の育児・栄養相談及び指

導等を実施しています（月 2 回）。健診の

フォロー体制の一環として内容の充実に努

めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

15 出産子育て事業 

妊娠・出産に対する正しい知識を提供する

とともに、親同士の仲間づくりの場の提供、

また、子育ての負担・不安を軽減させ、子

どもの健やかな成長を図ることを目的に、

「マタニティ教室」と「両親学級」を実施

しています。参加者増をめざし、事業の広

報・啓発の強化および内容の充実に取り組

みます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

16 離乳食教室 

離乳食のすすめ方を知ることにより、保護

者の不安を軽減し、子どもの発達にあった

離乳食を進められるよう支援を行っていま

す。参加者増をめざし、事業の広報・啓発

の強化および実施体制の確保に努めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

17 育児相談 

地域子育て支援センターにおいて、保健師

等による身長・体重測定、育児相談等を行

い、保護者の子育て不安の解消・支援に努

めています。保健センターと各地域子育て

支援センターとの連携を強化し、相談体制

の充実に努めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

18 
産前・産後生活

支援事業 

産前・産後に家事や子育てが困難な家庭を

ヘルパー等が訪問し、身の回りの世話や子

育ての支援を行っています。 

産前・産後の家事や子育ての援助を行い、

子どもを生み育てやすい環境づくりを図る

ために、広報等を活用したさらなる事業の

周知と利用促進に努めます。 

子育て支援課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

19 

里親制度の普

及・啓発 

（県事業） 

家庭環境に恵まれない児童を里親のもとで

養育する制度です（県事業）。市報等を活用

し、里親制度の普及・啓発に努めます。 

子育て支援課 
 

20 
子育て短期支援

事業 
【第４章-３－［３］参照】 子育て支援課 ○ 

21 
乳児家庭全戸訪

問事業 
【第４章-３－［１０］参照】 子育て支援課 ○ 

22 
養育支援訪問事

業 
【第４章-３－［１１］参照】 子育て支援課 ○ 
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３．ひとり親家庭の自立支援の推進 

ひとり親の自立支援については、保育や、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業

（ショートステイ）等の地域子ども・子育て支援事業の利用に際しての配慮をはじめ、自立支

援プログラム等による就業支援や、子育て・生活支援、経済的支援等により、総合的な自立支

援に取り組みます。 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

23 
市営住宅への優

先入居 

空家発生時に入居募集を実施しています

が、母子家庭の場合は、母子向住宅と一般

住宅の両方に申込ができるよう配慮してい

ます。今後、ひとり親家庭向けの住宅の確

保について検討します。 

住宅政策課 ○ 

24 
母子生活支援施

設への入所措置 

配偶者のない女子等で生活上の問題で児童

の養育が十分にできないときに、児童とと

もに母子生活支援施設に保護し、生活や教

育、就職等についての援護支援を行ってい

ます。母子・父子自立支援員を配置し、施

設と連携を図りながら適切な入所措置を講

じます。また、入所後においても、早期自

立に向けての相談や支援を継続して実施し

ます。 

子育て支援課 ○ 

25 
ひとり親家庭

自立支援 

母子・父子自立支援員を配置し、ひとり親

家庭等の自立及び就業支援に関する相談に

対応しています。自立支援教育訓練給付金

や高等職業訓練促進給付金の給付、自立支

援プログラムの策定等により、職業能力の

向上や就業支援を行っています。 

今後も、就労支援をはじめとしたひとり親

家庭等に対する各種支援に関する情報収

集・提供に努めるとともに、関係機関等と

の連携を強化しながら、ひとり親家庭等の

自立促進に努めます。 

子育て支援課 ○ 

26 

ひとり親家庭

等日常生活支

援事業 

疾病等のために一時的に生活支援を必要と

しているひとり親家庭等に対して、生活支

援員等を派遣し、日常生活の援助や子育て

支援を行っています。日常生活の援助や子

育て支援をする事業として、引き続き広報

等を利用した、事業の周知を図り利用促進

に努めます。 

子育て支援課 ○ 

27 
母子寡婦福祉

会の育成 

母子世帯・父子世帯・寡婦世帯が相互に協

力しあい、行事や研修等を通して親睦と生

活の向上を図っています。今後も、母子寡

婦福祉会からの相談対応や、活動の活性化

を図るための支援を行っていきます。 

子育て支援課 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

28 児童扶養手当 

ひとり親家庭等の児童の養育者に対して児

童扶養手当を支給し、経済的な支援を行っ

ています。 

また、受給から 5 年を経過した人等は支給

額の2分の1が支給停止となる場合がある

ため、適用除外(就業、求職活動をしている

等)の届出書提出の勧奨に努めます。 

子育て支援課 
 

29 

母子・父子、寡

婦福祉資金の活

用（県事業） 

母子世帯・父子世帯・寡婦世帯に対して、

修学、修業及び就職等にかかる資金を貸し

付けるものです（県事業）。今後も県との連

携を図りながら、資金貸付等に関する相談

に対応し、母子・父子家庭及び寡婦の経済

的自立の助成と生活意欲の助長に努めま

す。 

子育て支援課 
 

30 
ひとり親家庭等

医療費助成事業 

母子・父子家庭および父母のない児童の保

護者等の心身の健康の向上を図るため、医

療費の一部助成を行います。 

医療保険課 ○ 

31 
児童クラブの利

用料の減免 

母子・父子家庭等の児童クラブ利用料の減

免を行っています。保護者が働きながら子

育てしやすい環境づくりが必要であること

から、利用者世帯の経済状況に応じた減免

施策を検討しながら、継続して実施すると

ともに、制度の周知活動の強化を図ります。 

学校教育課 ○ 

 

 

 

 



第５章 その他の子ども・子育て支援に係る施策 

４．障がい児などの支援 

 - 70 - 

４．障がい児などの支援 

障がい児など特別な支援が必要な子どもへの支援については、「第 3 期飯塚市障がい者計

画」（計画期間：平成 26～令和 5年度）に基づき、学校卒業までの成長段階に応じた療育や

保育・教育の推進を図ります。 

障がいの原因となる疾病及び事故の予防を含めた乳幼児期の健康づくりや障がいの早期発

見等のために母子保健事業を推進するほか、発達段階に応じて切れ目なく保健・医療・福祉、

教育等の必要な支援が受けられるよう、関係機関等との連携強化を図ります。 

また、就学前の教育・保育、子育て支援に関しては、幼稚園、保育所、認定こども園等の

教育・保育施設での障がい児受け入れを促進するため、施設のバリアフリー化や職員体制の

充実・資質向上や、乳幼児育成指導事業による受け入れ後のフォロー体制の充実などに取り

組みます。あわせて、放課後児童健全育成事業についても障がい児の受け入れや配慮に努め

ます。 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

32 
要観察幼児への

対応 

幼稚園・保育所・認定こども園では障がい

のある幼児等、要観察児の日常の様子を保

護者へ連絡し、子育ての支援を行っていま

す。今後も関係機関と連携して、幼稚園・

保育所・認定こども園での障がい児の受け

入れ及び適切な指導・支援を図るとともに、

発達障がいのある幼児の早期発見・早期支

援等の推進に努めます。 

子育て支援課 ○ 

33 
妊婦に対する健

康診査 
【第４章-３－［９］参照】 健幸・スポーツ課 ○ 

（再掲） 乳幼児健康診査 【再掲№10】 健幸・スポーツ課 ○ 

（再掲） 出産子育て事業 【再掲№15】 健幸・スポーツ課 ○ 

34 
育成指導事業

（個別） 

発達に不安がある児童の保護者等を対象

に、育児、ことば、運動等の専門家による

個別での相談・支援を行っています。また、

相談件数が増加しているため、幼稚園・保

育所・認定こども園との連携や集団事業の

充実等により、個別事業の補完に努めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

35 
育成指導事業

（集団） 

2～3 歳前後の子どもとその保護者との関

わりを「あそび」という実践を通して見出

したり、今後考えられる子育て上の問題を

事前に把握し対処する目的で、作業療法士

の指導のもと、従事スタッフに保育士と保

健師をおいて開催しています。また、8 か

月児健康診査時に、健診会場にて作業療法

士のアドバイスを実施しています。 

健幸・スポーツ課 ○ 

36 
育成指導事業

（巡回相談） 

幼稚園・保育所・認定こども園を保健師と

臨床心理士等で巡回し、支援の必要な乳幼

児の早期発見及び相談・支援を行うもので

す。その後、必要に応じ、個別相談を実施

し、就学に向けての支援も実施します。 

また、本事業を通じて、幼稚園・保育所・

認定こども園との連携を密にし、支援が必

要な乳幼児に関する情報共有や相談・支援

の充実に努めます。 

健幸・スポーツ課 ○ 

37 訪問指導 
保健師、栄養士等が訪問し、妊娠・出産・

育児に必要な保健指導、相談を行います。 
健幸・スポーツ課 

 

38 

児童発達支援セ

ンター等との連

携 

幼稚園・保育所・認定こども園の育成指導

事業（巡回相談）などにおいて、療育の必

要な乳幼児や保護者を早期発見し、児童発

達支援センター等の療育につなげるため、

社会・障がい者福祉課と情報の共有を行い、

その乳幼児やその保護者の支援の充実に努

めます。また、就学に向けての支援のため、

適宜児童発達支援センター等の施設やその

他関係機関と児の情報共有や支援の連携を

行います。 

健幸・スポーツ課 
 

（再掲） 家庭児童相談 【再掲№３】 子育て支援課 ○ 

39 

赤ちゃんすくす

く元気訪問事業

（乳児家庭全戸

訪問事業、養育

支援訪問事業） 

【第４章-３－［１０］参照】 

【第４章-３－［１１］参照】 
子育て支援課 ○ 

40 
障がい児保育事

業 

保護者の就労等により家庭で保育できない

障がい児であって、集団保育が可能な児童

を受け入れ、保育を実施しています。今後

もすべての保育所・認定こども園で受け入

れを行うとともに、公立園への受け入れ勧

奨を行っています。また、関係各課（子育

て支援課、健幸・スポーツ課）が連携し、

発達が気になる子ども等に対する専門家か

ら指導・助言を踏まえた支援を行うなど、

サービスの充実に努めます。 

子育て支援課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

41 
地域子育て支援

拠点事業 
【第４章-３－［４］参照】 子育て支援課 ○ 

42 
障がい児通所支

援事業 

障がい児に対して、通所による日常生活動

作及び運動機能等に関する訓練や、幼稚

園・保育所・認定こども園への訪問による

集団生活への適応のための専門的な支援を

行うサービスです。サービスに関する周知

と適正な支給決定に努めます。 

社会・障がい者 

福祉課  

43 就学相談事業 

心身に障がいがある児童生徒の保護者に対

して教育相談を行うとともに、心身障がい

児（生）就学指導委員会を組織し、医師等

の専門家の意見を聞きながら、適切な就学

相談・指導を行っています。障がいがある

すべての児童生徒が、その特性やニーズに

応じた教育を受けられるよう、小・中学校

や幼稚園・保育所・認定こども園との連携

強化に努めます。 

学校教育課 ○ 

44 
特別支援学級の

設置 

小・中学校に在籍する障がいを持つ児童生

徒に個々のニーズに応じて適切な指導及び

支援を行うために、特別支援学級を設置し

ています。 

学校教育課 
 

45 
特別支援教育サ

ポート事業 

小・中学校の通常の学級に在籍し、発達障

がい等のために特別な教育的支援を要する

児童生徒の支援のため特別支援教育支援員

の配置を行っています。また、研修会等を

開催し、市民の特別支援教育に対する理解

促進に努めます。 

学校教育課 ○ 

46 
特別支援学級就

学奨励 

特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者

等の経済的負担の軽減を図るため、就学奨

励費を支給しています。特別支援学級へ就

学する児童生徒の保護者等の経済的負担の

軽減を目的としており、今後も学校等と連

携し周知を図ります。 

教育総務課 ○ 

47 各種教育相談 

適応指導教室での教育相談やスクールカウ

ンセラーによる教育相談において、障がい

児の教育に関する相談に適切に対応できる

よう努めます。 

学校教育課 
 

48 

児童の発達に関

する巡回相談・

支援事業 

発達障がいの可能性など、児童の発達や子

育てに関する不安や悩み、具体的な学習指

導の在り方等について、相談体制を構築し

ます。飯塚市立小学校１９校に在籍する児

童の保護者及び教職員を対象に、カウンセ

ラーやビジョントレーナー※等による専門

的な指導や必要な支援を行い、児童の発達

に関する支援体制を整備します。 

学校教育課 ○ 

※ビジョントレーナー…学習や生活で必要な視覚機能のトレーニング法の知識を教える人 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

49 

児童クラブへの

障がい児の受け

入れ 

児童クラブに入所を希望する障がい児の受

け入れを行うとともに、障がい児の利用に

配慮したトイレ等の改修を進めています。

児童クラブへの障がい児の受け入れについ

ては、指導員の加配を行い、継続して実施

します。 

教育総務課 

学校教育課 
○ 

50 
特別児童扶養手

当（県事業） 

心身に障がいを持つ 20 歳未満の児童の養

育者に対して特別児童扶養手当を支給し、

経済的な支援を行っています（県事業）。制

度の周知等を図りながら、適正支給に努め

ます。 

子育て支援課 
 

51 
障がい児福祉手

当 

20 歳未満の在宅の障がい児であって、重

度の障がいのため日常生活において常時介

護を必要とする児童に対し、障がい児福祉

手当を支給しています（法定給付のため、

国基準に基づき支給）。制度の周知等を図り

ながら、適正支給に努めます。 

社会・障がい者 

福祉課  

52 

相談窓口や各種

サービス等に関

する情報提供 

障がい者ガイドブックや障がい児のための

スペシャルサポートガイドブックを関係窓

口等で配布し、情報提供を行っています。

支援を必要とする人に必要な情報が確実に

届けられるよう、さまざまな機会を通じて

相談窓口や各種サービスの周知に努めま

す。また、制度改正等に合わせて行政情報

を更新した改訂版を作成し、利用者にとっ

てわかりやすく使いやすいガイドブックと

なるよう内容を見直していきます。 

社会・障がい者 

福祉課  

53 
重度障がい者医

療費助成事業 

重度障がい者・精神障がい者の疾病の早期

発見・治療の促進を図るため、医療費の助

成を行います。 

医療保険課 ○ 

54 療育講座 

障がい児の療育推進のため、家族の抱える

問題や悩み等に関する療育講座の実施につ

いて、市報等での周知や関係団体への連絡

等により、参加促進を図ります。 

社会・障がい者 

福祉課 
○ 

55 

主に障がい児を

対象とした相談

窓口の設置  

発達障がいを含む障がい児に関するさまざ

まな相談に対応し、必要な情報提供や助

言・指導、障がい福祉サービス等の利用援

助等を行っています。今後も、相談窓口を

周知することによって、子どもの障がいの

早期発見につなげるとともに、相談を通じ

て障がいのある子どもを必要な支援に結び

つけられるよう、関係機関との連携強化を

図ります。 

社会・障がい者 

福祉課 
○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

56 

医療的ケア児支

援のための関係

機関の協議の場

の設置 

平成29 年度から自立支援ネットワークに

よる医療的ケア（家族や看護師が日常的に

行っている経管栄養注入やたんの吸引など

の医療行為）を必要とする子どもの地域支

援に関する意見交換会を実施しており、地

域の課題の解決を目的とした専門部会を設

置しています。今後も、関係機関との協議

の場において、医療的ケア児が適切な支援

を受けることができる体制の整備について

協議を行います。 

社会・障がい者 

福祉課 
 

57 
居宅介護（ホー

ムヘルプ） 

在宅の障がい児のいる家庭にホームヘルパ

ーを派遣し、家事・介護等の必要な便宜を

提供するサービスです。サービスに関する

周知と適正な支給決定に努めます。 

社会・障がい者 

福祉課 
 

58 
短期入所（ショ

ートステイ） 

介護者の疾病等のために、障がい児が一時

的に介護を受けることができない場合等

に、障がい児を施設で一定期間預かるもの

です。サービスに関する周知と適正な支給

決定に努めます。 

社会・障がい者 

福祉課  

59 
日中一時支援事

業 

日中に一時的な見守りを必要とする障がい

児を預かり、家族の就労支援や休息の確保

を図るサービスです。サービスに関する周

知と適正な支給決定に努めます。 

社会・障がい者 

福祉課  

60 
ふれあいサマー

スクーリング 

夏休み期間中に、小学生から高校生までの

障がい児を対象としてスポーツやレクリエ

ーション活動を実施しています。スクーリ

ングを通じて障がい児の社会参加を促進す

るとともに、学生ボランティアの人材育成

を図ります。 

社会・障がい者 

福祉課  

61 
あすなろキャン

プ 

障がい児者とその家族及びボランティア等

の参加による宿泊旅行を実施しています。

障がい児者が集団生活の中でさまざまなこ

とを体験する場として、また、同じような

悩みを抱える保護者間の交流の場として、

内容の充実に努めます。 

社会・障がい者 

福祉課  

62 
さわやかスポー

ツ大会 

サン・アビリティーズいいづかにおいて、

障がい者・障がい児及びボランティアの参

加によるスポーツ大会を実施しています。

障がいのある人のスポーツを通じた健康づ

くりを図るとともに、大会に参加するボラ

ンティア等との交流を促進します。 

社会・障がい者 

福祉課  

63 

サン・アビリテ

ィーズいいづか

の屋内プールの

活用 

夏休み期間中、屋内プールを開放しており、

水曜日と金曜日は障がい者専用利用日とし

ています。障がい児のプール利用を促進す

るとともに、障がいのある人とない人との

交流の場としての活用を図ります。 

社会・障がい者 

福祉課  
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

64 

障がい者週間を

活用した啓発事

業 

障害者基本法に定める「障がい者週間」（12

月 3 日から 12 月 9 日）において、市民の

障がい者福祉に対する理解を深めるととも

に、障がい者の社会参加意欲を高める事を

目的として、市報への特集記事掲載や市庁

舎における懸垂幕設置等の取り組みを行っ

ています。市民がさまざまな視点から障が

い者への理解を深められるよう、各種障が

い特性に関する知識の普及など明確なテー

マを設定した啓発に努めます。 

また、サン・アビリティーズいいづか等に

おいて絵画や工作物などの障がい者の作品

を展示し、活動の成果発表の場を提供しま

す。 

社会・障がい者 

福祉課  
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５．「仕事と生活の調和」の実現に向けた取組の推進 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」の実現について、国の「仕事と生活の

調和憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」等において、労使をはじめ国民

が積極的に取り組むことと、国や地方公共団体がそれを支援すること等により、社会全体で

運動として広げていく必要があるとされています。 

本市では、「第２次飯塚市男女共同参画プラン」（計画期間：平成 29～38年度）等に基づ

き、男女が共に仕事と家庭・地域活動などを両立できる環境づくりとして、安心して子ども

を産み育て、家庭としての責任を分かち合うことや男性の家庭や地域への参画、長時間労働

の是正等の働き方の見直し、そして男女が共に育児休業等を利用しやすい環境づくりに向け

た取組を推進いたします。 

また、保護者の多様な働き方に対応できるよう、保育所や認定こども園での保育や、放課

後児童健全育成事業、ファミリー・サポート・センター事業など、各種子育て支援の充実を

図ります。 

【具体的事業】  

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

65 

ワーク・ライ 

フ・バランス 

についての意 

識の醸成・啓発 

男性の長時間労働の削減や仕事中心のライ

フスタイルの見直しに向けた啓発に努めま

す。 

また、事業主等に対して、仕事と家庭の両

立を支える環境整備と職場風土づくりのた

めの啓発と情報提供に努めます。さらに、

事業所が時間外労働の削減や育児・介護休

業の取得など、ワーク・ライフ・バランス

に取り組むメリットについて周知を図ると

ともに、先進的な取組事例等についてその

内容と効果等について紹介などの広報に努

めます。 

男女共同参画 

推進課 

商工観光課 

 

66 
職業相談の活用

促進 

女性の就業機会の確保を図るため、ハロー

ワーク等と連携して職業相談についての啓

発に努めています。ハローワークや労働者

支援事務所（労働福祉事務所）等の県の関

連機関等と連携して推進に努めます。 

商工観光課 
 

67 
育児休業制度な

どの普及・促進 

事業主等に対して、育児休業等の両立支援

制度の普及啓発を行い、制度の活用促進を

図っています。国・県等と連携して推進に

努めます。 

商工観光課 
 

68 
労働時間短縮の

促進 

労働時間の短縮を促進するため、市報等で

の広報やリ－フレット配布等での普及啓

発に努めています（完全週休 2 日制や年次

有給休暇完全取得の促進、連続休暇取得の

定着、所定外労働時間の削減等）。国・県

等と連携して推進に努めます。 

商工観光課 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

69 
多様な勤務形態

の導入 

企業等での変形労働時間制や在宅勤務制

等の導入を促進するため、リ－フレットの

配布等を通じて、普及啓発に努めていま

す。国・県等と連携して推進に努めます。 

商工観光課  

70 

男女共同参画社

会の実現に向け

ての講座等の開

催 

男女共同参画社会の実現に向けての意識

啓発を図るため、講座や研修会等を開催し

ています。男女共同参画の視点から、次世

代育成支援に必要な講座等の開催、及び情

報提供等を行い、仕事と生活の調和(ワー

ク・ライフ・バランス)の推進に努めます。 

男女共同参画 

推進課 
 

71 

一般事業主行動

計画に関する情

報提供  

次世代育成支援対策推進法に基づき企業

が策定する「一般事業主行動計画」に関す

る情報提供等を行うものです。平成 23 年

度より従業員 101 人以上の企業に「一般

事業主行動計画」の策定が義務付けられる

こととなったため、企業等に対する情報提

供と策定支援に努めます。 

子育て支援課 

商工観光課  

72 病児保育事業 【第４章-３－［６］参照】 子育て支援課 ○ 
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６．幼児教育・保育の質の向上 

子ども・子育て支援新制度開始後、わが国では教育・保育施設等を通じた幼児教育の質の

向上を図ることが求められていますが、教育・保育施設等に対して、教育内容・指導方法等に

関する助言等を行う体制は必ずしも十分でない現状があります。また、保育者の資質の維持・

向上は、教育・保育施設等においても重要と認識されていますが、園外や遠方での研修への参

加に当たり、必要経費の確保や代替職員の確保などの課題を抱えています。 

このため、幼児教育の専門的知見や豊富な実践経験を有する者を配置し、幼児教育の質の

更なる向上を図る体制を構築することを目指します。 

【具体的事業】  

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

73 

幼児教育アドバ

イザーの育成・

配置 

保育者の専門性の向上を図るため、幼児教

育の専門的知見や豊富な実践経験を有し、

市内の教育・保育施設等への訪問支援を通

じて、教育内容や指導方法、指導方法の改

善等について助言等を行う「幼児教育アド

バイザー」の育成・配置を推進します。 

子育て支援課 ○ 

 

 

７．外国につながる幼児への支援 

国際化の進展に伴い、教育・保育施設等において、海外から帰国した幼児や外国人幼児、

両親が国際結婚の幼児などの増加が見込まれることを踏まえ、本市における外国人等の在住状

況や出身地域等を踏まえ、当該幼児が教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業等を円滑

に利用できるよう支援を実施します。 

【具体的事業】  

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

74 

外国につながる

子育て世帯に向

けた情報提供等 

外国につながる子育て世帯が、教育・保育

施設や地域子ども・子育て支援事業等を円

滑に利用できるよう、各種子育て支援情報

に関するホームページや情報紙の多言語

化を推進します。 

子育て支援課 

国際政策課 
○ 

75 

外国につなが

る子育て世帯

の受け入れに

向けた支援 

各施設の希望に応じた通訳ボランティア

派遣等の外国語対応支援、外国の文化・習

慣・指導上の配慮に関する研修の実施な

ど、外国につながる幼児の受け入れ体制整

備に向けた事業者や幼稚園教諭・保育士等

への支援の実施に向けて協議・検討しま

す。 

子育て支援課 

国際政策課 
○ 
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８．その他の関連施策 

第４章及び第５章１～７に示した「市町村子ども・子育て支援事業計画」として記載が必

要な施策以外に、「飯塚市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）」（計画期間：平成 22～

26 年度）から継承する施策やその他関連施策について、本計画の基本的視点に準拠しつつ、

以下の３分野ごとに整理し、推進していきます。 

 

≪その他の関連施策の分野≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の関連施策 〔１〕子どもの人権尊重と「最善の利益」の実現 

〔２〕すべての子ども・子育て家庭の支援 

〔３〕質の高い教育・保育や子育て支援の提供 

 ① 人権教育等 【Ｐ80】 

 ② 食育    【Ｐ81】 

 ③ 思春期保健・青少年健全育成対策  【Ｐ82】 

 ④ いじめ・不登校・非行等対策    【Ｐ83】 

 ⑤ 有害環境や犯罪から子どもを守る取組【Ｐ85】 

 ① 子育てしやすい地域づくり       【Ｐ86】 
（情報や交流の場の提供、地域人材の育成） 

 ② 就学前の教育・保育、地域子ども・子育て【Ｐ88】 

支援事業等 

 ③ 子どもの居場所や体験活動の場づくり  【Ｐ90】 

 ④ 教育環境の整備  【Ｐ93】 

 ⑤ その他の支援   【Ｐ94】 

 ① 就学前の教育・保育の内容充実  【Ｐ95】 

 ② 学校教育の内容充実       【Ｐ97】 

 ③ 子育てにやさしい生活環境づくり 【Ｐ99】 

 

【Ｐ80】 

【Ｐ86】 

【Ｐ95】 
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〔１〕子どもの人権尊重と「最善の利益」の実現 

①人権教育等  

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

76 
家庭支援推進保

育事業 

保育所・認定こども園において、人権を大

切にする心を育てる保育を推進していま

す。 

基本的な生活習慣づくり等の家庭環境に対

する配慮等を要する児童に対して、保育士

の加配を行うことにより入所児童の処遇の

向上を図っています。 

子育て支援課 ○ 

77 

庄内生活体験学

校通学・生活体

験合宿事業 

通学合宿：庄内小学校の児童を対象に通学

しながら集団生活体験（6 泊 7 日）を行い

ます。自炊、掃除、風呂沸かし、動物の世

話（ヤギ・ウサギ）、農耕作業（野菜作り・

収穫・堆肥作り）等を体験し、「自然の大切

さ」「自然と人とのつながり」「人間関係の

大切さ」「命の大切さ」等、子どもたちの「自

立」と「自律」を育みます。 

 

生活体験合宿：庄内小学校区以外の子ども

たちを対象に通学合宿の「学校への通学」

を除いた生活体験合宿（事前研修 1 日、1

泊 2 日）で、市内の小学校児童を対象とし

て実施しています。 

指定管理者と協議しながら、庄内生活体験

学校の目的である子どもの「自立」と「自

律」のため、事業の充実を図るとともに、

市内の既存施設を利用して通学合宿が企

画・実行されるように支援を行ったり、保

護者の参画やボランティア・指導者の養成

や拡大に努め、様々な生活体験ができるよ

う体験活動プログラムを企画・実践します。 

生涯学習課 ○ 

78 
人権・同和教育

推進事業 

すべての人々の人権が尊重される社会の

実現をめざして、家庭や学校、地域などの

あらゆる場において人権・同和教育を推進

する事業であり、小・中学校における人権

教育の推進を図っています。人権・同和教

育担当者対象研修会を毎月 1 回開催し、人

権教育に対する認識を高め、各学校にその

内容を広めることで、全体的な人権・同和

教育の推進を図ります。 

学校教育課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

79 
情報モラル教

育の推進 

インターネット・携帯電話等での誹謗中傷

やトラブル等、インターネット上の違法・

有害情報の問題を踏まえ、小・中学校でイ

ンターネット等の正しい利用方法・マナー

に関する情報モラル教育を推進するもの

です。 

今後、各小・中学校において、パソコン授

業のはじめに、インターネット・携帯電話

等の正しい利用方法・マナーを指導すると

ともに、専門家を講師として招聘し情報モ

ラル教育を実施します。また、教育委員会

主催のコンピュータ講座においても、情報

モラル教育についての研修会を実施しま

す。 

学校教育課 

 
○ 

80 

情報モラル向

上のための保

護者への啓発

推進 

幼稚園・保育所・認定こども園の保護者に

対して、園だより等を活用したり、講習会

等のチラシを配付するなど広報を行うこ

とで、情報モラルの向上を図ります。 

子育て支援課 ○ 

 

②食育  

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

81 食育事業 

若い世代への食育推進活動の一環として、

早期からの健全な食習慣を定着させ、生涯

にわたって健康でいきいきとした生活を

送るための食育支援事業です。市内幼稚

園、公私立保育所、認定こども園、子育て

支援センター、学校 PTA などへの出前講

座や食生活改善推進会と共同で親子、学

童、若年層への料理教室を実施していま

す。 

健幸・スポーツ課 
 

82 

幼稚園・保育

所・認定こども

園での食育の

推進 

幼稚園・保育所・認定こども園において、

乳幼児期からの適切な食事の取り方や望

ましい食習慣の定着、食を通じた豊かな人

間性の育成を図るため、野菜の栽培などの

活動を通して食育の推進を図っています。

今後も取組を推進するとともに、保護者に

対する食育の啓発にも努めます。 

子育て支援課 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

83 学校給食 

児童生徒に栄養バランスのとれた完全給食

を安定的に提供することにより、健康増進

や体位の向上を図るとともに、望ましい食

習慣の定着を図るため、学校教育の一貫と

して実施しています（飯塚市立小・中学校

全校）。 

食材には地場産農産物を積極的に使用し、

食に関する指導の教材として活用していま

す。今後も児童生徒への食に関する指導に

ついて学校と連携して取り組み、学校給食

を通じた食育の積極的な推進に努めます。

また、食育や地産地消の観点から、地場産

農産物の積極的な活用に努めます。 

学校給食課 
 

 

 

③思春期保健・青少年健全育成対策  

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

84 
薬物乱用防止の

啓発 

覚せい剤・危険ドラッグ等の薬物乱用防止

のため、小・中学校において薬物乱用防止

教育を計画的に実施しているほか、少年相

談センター広報車や市報等による啓発を

行っています。警察、薬剤師会等の関係機

関と連携して、覚せい剤・危険ドラッグ等

薬物乱用防止学習における外部講師の確

保に努めます。 

また、少年相談センター広報車での広報活

動の一層の充実に努めます。 

子育て支援課 

学校教育課  

85 

ニス・シンナー

等取扱店の管理

協力要請 

覚せい剤・シンナー等乱用防止月間（10・

11 月）にあわせて、取扱店や関係機関等

に販売・保管について、協力を依頼してい

ます。工事現場等でシンナー等を使用し、

かつ、組合に加入していない業者等に対し

ても、盗難にあわないよう徹底した管理保

管を依頼していきます。 

子育て支援課 
 

86 

ふくおか体力ア

ップ推進事業

（県事業） 

 

小学生が学級単位で各種目に取り組み、イ

ンターネット上で記録に挑戦させること

で、参加児童の仲間意識を高めたり、運動

する楽しさや達成感を味わわせたりする

とともに、継続的な運動・スポーツの実施

を促進し、体力の向上を図ります。 

学校教育課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

87 
青少年健全育成

会の育成 

地区の青少年健全育成会が行う補導活動

や子どもを対象とした行事の開催、連絡協

議会主催の「少年の主張大会」「小学生の

討論会」等の活動を支援しています。今後

とも青少年健全育成会との連携と育成・支

援に努め、「少年の主張大会」等の行事に

ついて周知を図ります。 

子育て支援課 
 

88 
子どもの健全育

成支援事業 

生活保護受給世帯をはじめとした生活困

窮世帯の子ども（小学 4 年生～中学 3 年

生）を対象に、子供たちの将来に向けた自

立心を喚起し、次世代への貧困の連鎖を防

止することを目的として、市内 2 か所の会

場において学習支援、生活指導などを実施

します。 

参加児童・生徒の確保に向けて、事業の広

報・啓発活動の強化を図ります。 

生活支援課 ○ 

 

 

④いじめ・不登校・非行等対策  

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

89 

教育相談事業

（電話相談を含

む） 

指導主事を中心として来庁者への相談対

応や電話相談に対応するとともに、必要に

応じて関係学校への連絡や指導・助言等を

行っています。子どもたちの抱える問題は

複雑化、多様化を極めているため、今後も

指導主事を中心として来庁された方の対

応、電話相談への対応をするとともに、必

要に応じて関係学校への連絡、指導助言を

進めていきます。 

学校教育課 ○ 

90 

スクールカウン

セラー等配置事

業 

小・中学校において、児童生徒や保護者等

からの相談に対応するため、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカー

等を配置しています（県費スクールソーシ

ャルワーカーを平成 20 年度より、市費ス

クールソーシャルワーカーを平成21年度

より配置）。いじめや不登校、非行等、複

雑化・多様化する相談に、より専門的な見

地から早期に対応するため、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカー

の配置を進め、教育相談体制の充実に努め

ます。 

学校教育課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

91 

適応指導教室

（小・中学生対

象） 

不登校等に関する児童生徒や保護者から

の相談に対応するため、適応指導教室を設

置し、相談・指導を行っています。不登校

の原因は複雑であることが多く、多面的な

対応が求められることから、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカー

等との連携・活用を含めた相談体制の充実

に努めます。 

不登校を生まない学校環境づくりや、教室

に入れない子どもへの対応の充実に向け

て、学校との協議を進めます。 

学校教育課 ○ 

92 
いじめ・不登校

問題連絡協議会 

民生委員児童委員や青少年健全育成会等

の地域の関係団体、小・中学校、警察、市

役所等の関係機関が連携して「いじめ・不

登校問題連絡協議会」を組織し、いじめ・

不登校等の諸問題に対する対策の推進・啓

発に関する事項等について、調査・審議を

行っています。今後も、いじめ・不登校等

の諸問題に関する調査研究や効果的な対

策のあり方等について検討していきます。 

学校教育課 ○ 

93 
非行等に関する

情報提供 

前年度の街頭補導の活動状況、相談業務の

受理状況、環境浄化活動及び少年非行の概

況等を詳細に記載した冊子を作成し関係

機関、団体等に配付しています。非行防止

や環境浄化活動を推進するためには、非行

等に関する情報提供が必要であり、わかり

やすい冊子づくりに努めながら、継続して

実施します。 

子育て支援課 ○ 

94 

非行の早期発

見・早期指導の

実施 

少年相談センター補導委員を中心に、青少

年の非行を未然に防止し健全な育成を図

るため、青少年の不良行為（喫煙・怠学等）

に対する声かけ等を行っています。今後

も、福岡県警本部直轄の飯塚少年サポート

センターと連携を図りながら、非行の早期

発見・早期指導の実施に努めます。 

子育て支援課 ○ 

95 
飯塚市青少年問

題協議会 

青少年の指導・育成等に関する総合的な施

策の調査・審議や関係行政機関等相互の連

絡調整を目的として「飯塚市青少年問題協

議会」を設置しています。今後も、少年非

行に関する問題提起や解決に向けた施策

の協議・検討を行っていきます。 

子育て支援課 
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⑤有害環境や犯罪から子どもを守る取組  

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

96 

白ポストの設置

による有害図書

回収 

青少年に有害な雑誌・ビデオ等を青少年の

目に触れることなく処分できるよう、白ポ

スト（有害図書回収ポスト）を設置してい

ます。白ポストの認知度が低いことから、

白ポスト及び設置場所の周知を図るとと

もに、白ポストを増設し有害図書の回収向

上に努めます。 

子育て支援課 
 

97 
有害図書等の調

査 

青少年に悪影響を及ぼす可能性がある有

害図書・情報等から青少年を守るため、書

店やビデオ店等に対して、毎年 7 月に集中

的に立入調査を実施しています。立入調査

後に指導を行っていますが改善されてい

ない店舗等については、県や警察と連携し

て指導の徹底に努めます。 

子育て支援課 
 

98 
「こども 110

番の家」設置 

ＰＴＡを中心に、「こども 110 番の家」の

設置の協力依頼及び更新を行い、地域で子

どもの安全を守る活動を促進しています。

今後も、地域で子どもの安全を守る重要な

活動として、ＰＴＡ等と連携しながら設

置・更新の促進に努めます。 

「こども 110 番の家」新規設置に当たっ

ては、通常日中在宅家庭等の条件と実情を

考慮しながら対応します。 

また、地域住民や通行人から見える場所に

「こども 110 番」のステッカーを配置す

ることで犯罪を未然に防止するため、協力

者の増加に向けた取組やステッカーの更

新作業を継続して実施します。 

教育総務課 ○ 

99 

子どもへの暴力

防止等のプログ

ラムの活用 

子どもへの暴力防止等の学習プログラム

に関する情報を各学校に提供しています。

児童生徒が暴力や権利侵害から自分の身

を守る方法を身に付けることができるよ

う、子どもへの暴力防止等の学習プログラ

ムを活用した学習の充実に努めます。 

学校教育課 ○ 
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〔２〕すべての子ども・子育て家庭の支援 

①子育てしやすい地域づくり（情報や交流の場の提供、地域人材の育成） 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

100 
つどいの広場い

いづか 

地域公共施設開放の一環として、旧鯰田幼

稚園施設を活用して民間子育て施設「つど

いの広場いいづか」を開設し、ボランティ

ア団体による運営を行っています。利用内

容や利用状況等の広報を充実し、さらに多

くの市民に利用される施設となるよう、ボ

ランティアとの協働活動を展開していき

ます。 

子育て支援課 ○ 

101 

子育て世代包括

支援センター

（母子保健型）

事業 

母子手帳交付時には、全員個別面接を行い

家族構成・産前産後の支援の有無、病歴・

経済面等の実情を把握しています。支援の

必要な妊産婦や乳幼児に応じて、必要な情

報提供や助言を行い、特にリスクの高い妊

産婦に対しては継続訪問等を行っていま

す。予測される問題、課題などに対して考

察し、保健師がコーディネーターとなっ

て、保健・福祉・医療など関係機関と連携

をとりつつ、良好な生育環境の実現を調整

しています。母子の出発点としての妊娠期

から子育て期まで、様々な相談に保健事業

等を組み込みながら対応しています。 

健幸・スポーツ課 ○ 

102 

地域における子

育て支援事業

（子育て講座） 

家庭教育に関して、子育て中の保護者が学

びたい要求課題や社会生活で必要とする

課題をテーマとした学習機会の提供を行

っています。集団での学習形態をとること

で、人と人との関わりの中から参加者間で

の相対等による学習効果を生み出すこと

もねらいとしています。受講生が、集団で

コミュニケーションをとりながら学習す

ることで、学習効果を高めながら仲間づく

りや交流が進み、互いに教え合い、学び合

う、交流のあるコミュニティの形成を図る

とともに、自主的・継続的な学習グループ

に進展することを期待します。 

生涯学習課 
 

103 

公立保育所・認

定こども園にお

ける園庭開放 

公立の保育所・認定こども園において、入

園希望者や未就学児及びその保護者の訪

問を要望に応じて受け入れるとともに、毎

月２回園庭開放日を設定し、在園児との交

流や保護者に対する情報提供等を行うも

のです。入園希望者や未就学児及びその保

護者に対する支援として、継続して実施し

ます。 

子育て支援課 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

104 

子育て支援サー

ビス等に関する

情報提供等 

各種相談窓口や市報、子育て情報紙、市の

ホームページ等により、各種子育て支援サ

ービスの情報提供や、子育て支援団体の活

動等を紹介しています。市ホームページ上

には子育て支援専用部門を開設していま

す。市ホームページ上の子育て支援専用部

門では行政サービスだけでなく、市内の子

育て支援団体の活動等も紹介しており、情

報提供の充実に努めています。また、ホー

ムページというメリットを活かし、適宜、

情報更新を行い、常に最新の情報が提供で

きるよう努めます。 

子育て支援課 

他 
○ 

（再掲） 

外国につながる

子育て世帯に向

けた情報提供等 

【再掲№74】 
子育て支援課 

国際政策課 
○ 

105 

子育て支援ガイ

ドブック作成事

業  

子育てに関する情報や各種子育て支援サ

ービスをまとめた「子育て支援ガイドブッ

ク」を作成し、子育て家庭等に配付するも

のです。利用者にとってよりわかりやす

く、使いやすいものとなるよう、子育て支

援サービスや子育て支援関連施設等の情

報はもとより、医療機関や公共施設等の子

どもや子育てに関するさまざまな情報を

一冊にまとめ、子育て中の保護者等への周

知を図ります。 

利用者にとって真に使いやすいものとな

るよう、行政情報の内容を年度で更新し、

子育て中の保護者や子育てボランティア

等の意見を取り入れながら作成します。 

子育て支援課 ○ 

106 

家庭教育パンフ

レット等による

啓発 

家庭教育支援に関する資料を配布します。

また、福岡県ＰＴＡ連合会や飯塚市ＰＴＡ

連合会との関連を図る「“新”家庭教育宣

言」への参加啓発を実施します。 

生涯学習課 ○ 

107 

保護者懇談会

（家庭教育の啓

発） 

小・中学校において、保護者懇談会や資料

配布等により、家庭教育の啓発を行ってい

ます。生活実態調査の結果を活用し、小・

中学校での家庭教育の啓発に努めます。 

学校教育課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

108 
子育てに関する

意識啓発 

子育てに対する市民の理解を促進するた

め、市報や市ホームページ等を活用した啓

発を行っています。 

また、中学生・高校生・大学生等に対して、

子育てや子どもの育成にかかわるボラン

ティア活動への参加を促進し、若い世代に

対する意識啓発を図っています。若い世代

の子育て関連活動等への参加を促進する

ため、市ホームページで市内の各子育て支

援団体の活動を紹介するなど、情報提供の

充実に努めます。 

また、大学等の地域の関係機関とも連携し

ながら、子育て支援意識啓発や支援ボラン

ティア育成のための講座開催等に努めま

す。 

子育て支援課 

他 
○ 

109 

学習ボランティ

アネットワーク

事業 

学校や幼稚園・保育所・認定こども園、交

流センター等が必要とする学習活動を行

うために、要請に応じて指導者（ボランテ

ィア登録者）を派遣しています。 

市民ボランティアの積極的な地域貢献を

促し、児童生徒等が必要とする学習活動や

体験活動に対して、地域の人材を活かした

効果的な学習展開を図るとともに、生涯学

習のまちづくりが推進され、また、学習活

動等で培った知識や技能を発揮すること

のできる人材確保や養成を図り、まちづく

りへ市民参加の機会（ステージ）を設ける

ことで、市民の学習活動を活性化します。 

生涯学習課 
 

 

②就学前の教育・保育、地域子ども・子育て支援事業等 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

110 時間外保育事業 【第４章-３－［１］参照】 子育て支援課 ○ 

111 
放課後児童健全

育成事業 
【第４章-３－［２］参照】 学校教育課 ○ 

112 
子育て短期支援

事業 
【第４章-３－［３］参照】 子育て支援課 ○ 

113 
地域子育て支援

拠点事業 
【第４章-３－［４］参照】 子育て支援課 ○ 

114 一時預かり事業 【第４章-３－［５］参照】 子育て支援課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

115 病児保育事業 【第４章-３－［６］参照】 子育て支援課 ○ 

116 
子育て援助活動

支援事業 
【第４章-３－［７］参照】 子育て支援課 ○ 

117 
妊婦に対する健

康診査 
【第４章-３－［９］参照】 健幸・スポーツ課 ○ 

118 休日保育事業 

保護者の就労形態の多様化に対応し、日

曜・祝日に保育を実施するものです。私立

保育所での実施を推進します。 

子育て支援課 ○ 

119 

広域入所 (保育

所・認定こども

園） 

保護者の就労等の理由で市内の保育所・認

定こども園への入所が困難な児童（2 号・

3 号認定）が、市外の保育所に入所できる

ように、他市町村と連絡・調整を図ってい

ます。市外居住者の受け入れに当たっては

市内居住者を優先し、なお定員（2 号・3

号認定）に余裕がある場合に広域での入所

を委託契約により受け入れています。市内

居住者の受け入れを優先しながら、継続し

て実施します。 

子育て支援課 ○ 

120 

幼稚園・保育

所・認定こども

園等と小学校の

連携 

就学前児童に関する情報を幼稚園・保育

所・認定こども園等から小学校へ、また、

小学校入学時からの学校の様子について

小学校から幼稚園・保育所・認定こども園

等へ、相互の情報交換・意見交換を行うた

めの会議を定期的に開催しています。就学

前・後を通じて子どもの育ちを継続的に支

援していくため、今後とも連絡会議を継続

して開催します。また、子どもの育ちを支

える資料として、幼稚園・保育所・認定こ

ども園等から園児が入学する小学校へ「園

児指導要録・保育要録」を送付するなど、

さらなる情報交換・連携の推進に努めま

す。 

学校教育課 

子育て支援課 
○ 

121 
休日等子育て支

援事業 

保護者が病気や冠婚葬祭等の緊急時およ

び仕事の都合により、日曜日等休日に家庭

での保育が困難な小学生を預かるもので

す。 

利用者増を図るため、市内小学校保護者宛

てにチラシを配布するなど、周知活動を強

化します。 

子育て支援課 ○ 
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③子どもの居場所や体験活動の場づくり 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗 

管理 

122 
児童センター

(児童館） 

児童に健全な遊びの機会を提供して、その

健康を増進し、情操を豊かにすることを目

的に、地域とのふれあい交流事業をはじ

め、ボランティアによる各種体験活動や各

種スポーツ教室等を行っています。子ども

の安全な居場所づくりの面から、今後も継

続し、ボランティア事業（有償）や地域交

流事業等による地域と一体となった活動

の実施や、施設の計画的な改築・改修に努

めます。 

学校教育課 

教育総務課 
○ 

123 
放課後子ども教

室推進事業 

学校の放課後や週末等に小学校の余裕教

室等を活用し、各学校・地域との連携によ

り学習や体験活動のプログラムを実施し、

学習意欲の向上や基本的な生活習慣の習

得等を図り、優しさや積極性・協調性とい

った社会性を身につけ、「生きる力」をも

った子どもの育成を支援します。 

知識や技能を持つ市民を、各教室の指導者

やサポーターとして登用し、地域づくりへ

参加する市民の活動機会（ステージ）を設

け、地域で子どもを育てる環境づくりを推

進します。 

また、新・放課後子ども総合プランにより

児童クラブと一体的に事業を実施し、地域

社会の課題となっている「子どもの安全・

安心な居場所づくり」を推進していきま

す。 

生涯学習課 
 

124 飯塚市少年の船 

集団生活や仲間づくりの大切さを学び、社

会性を培うとともに、世代を超えた交流等

を通して、心豊かな青少年を育成し、地域

のリーダーとして活躍するために必要な資

質の向上を目的に、本研修とあわせて、事

前・事後研修を実施しています。 

本研修では沖縄を研修地とし、沖縄独特の

文化や芸術、平和の尊さを直接肌で感じる

ことの出来る体験学習を行っています。若

い指導者の確保に努め、青少年育成に関わ

る社会教育関係団体等との協力体制を構築

し、学校教育とも連携をとりながら事業の

さらなる推進に努めます 

生涯学習課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗 

管理 

125 
ブックスタート

事業 

乳幼児のいる家庭に、主に 4 か月健診会場

等で絵本等を配付することにより、家庭で

の読み聞かせを通じた乳幼児の情緒発達の

支援や、本にふれる喜び及び読書への関心

の喚起を図っています。健診を長期間受診

しない人には配付ができないため、乳幼児

健診の受診促進や、図書館でのブックスタ

ートでの対応等により、長期健診未受診者

に対するブックスタートへの促進に努めま

す。 

また、ボランティアの増加や支援内容の充

実が求められていることから、図書館の指

定管理者等とも協議しながら、ボランティ

アの確保・育成に取り組み、ボランティア・

利用者ともに、参加・利用しやすい環境づ

くりを図ります。 

生涯学習課 ○ 

126 
図書館の子育て

支援事業 

図書館の子育て支援として、子育て実践講

座・読み聞かせ講座等を実施しています。

講座内容の充実を図るとともに、より多く

の市民に参加してもらえるよう、広報活動

における周知のやり方や参加者の募集方

法においても工夫を行います。 

生涯学習課 ○ 

127 

図書館での各種

講座やおはなし

会等 

図書館の全館事業として、子ども読書クイ

ズ大会や一日図書館職員体験学習、布絵

本・おもちゃ作成講座等を開催しているほ

か、各館事業として、お話し会や図書館ま

つり等を開催しています。講座内容の充実

を図るとともに、より多くの子どもや保護

者に参加してもらえるよう、広報活動にお

ける周知のやり方や参加者の募集方法に

おいても工夫を行います。 

生涯学習課 
 

128 
子どもの読書活

動推進 

「子どもの読書活動の推進に関する法律」

に基づき、「子ども読書活動推進計画」を

策定し、読書活動を推進します。関係各課

が連携して、子どもの読書活動を推進し、

子どもたちが読書の楽しさやすばらしさ

に出会い、将来に向けて読書の習慣に定着

できる環境づくりに努めます。 

生涯学習課 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗 

管理 

129 
プレーパーク事

業  

子どもたちが想像力で工夫して、遊びを作

りだすことのできる遊び場です。子どもの

安全の確保のためにプレーワーカーを配

置しています。子どもたちが、安全に、し

かし、予め設けられた設備や遊びのプラン

の選択肢に縛られることなく、自由に変更

や改変を加えて、自分たちのアイディアと

スタイルで楽しみ、発見や創造する遊びを

味わうことができます。今後も、放課後子

ども教室推進事業の教室メニュー、交流セ

ンター子育て講座メニュー、子ども会や青

少年健全育成会等関係団体との共催事業

等、様々な機会、事業を実施するとともに、

プレーワーカーの確保や充実、事業提供の

団体育成等を進めて、多数の子どもたちが

いつでも、どこでもプレーパークを楽しめ

る環境づくりを図ります。 

生涯学習課  

130 
自然体験活動                 

（小・中学校） 

児童生徒が、自然の中でのさまざまな体験

を通じて「生きる力」を体得できるよう、

「小・中学校の総合的な学習の時間」等で、

市内の各施設を活用した自然体験活動を

行っています。地域の関係機関等と連携

し、自然体験活動が可能な公共施設・場所

の積極的な活用を図ります。 

学校教育課 ○ 

131 

穂波青少年野営

訓練所「不便の

家」 

「穂波不便の家」は、青少年の野営訓練の

ための専門施設であり、不便を我慢し、集

団で協力して困難を克服するための忍耐

力や体力の育成を図ることを目的とした

野外活動を実施しています。野外活動指導

者の確保や施設・設備の維持補修に取り組

み、施設環境や活動内容の充実に努めま

す。 

生涯学習課  

132 文化振興事業 

飯塚市文化会館やその他公共施設等にお

いて子どもたちに文化活動に触れる機会

や、発表の場を提供するため、さまざまな

事業を行っています。飯塚市小学校児童画

展や、文化芸術助成事業として文化団体に

よる伝統文化親子教室事業等を開催する

ことで、文化芸術活動を推進し、伝統文化

の継承や、豊かな人間性の育成を図ってい

ます。また、飯塚市文化会館の自主文化事

業として鑑賞事業や参加育成事業など多

くの事業を実施、支援しており、これらの

多様な文化芸術活動をより多くの方に触

れていただくため、広報等による周知に努

めます。 

文化課  
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗 

管理 

133 
新・放課後子ど

も総合プラン 

児童クラブがあるすべての小学校区で、余

裕教室等を活用しつつ、放課後児童クラブ

および放課後子ども教室を一体的、または

連携して実施します。 

小学校区毎に、コーディネーター、サポー

ター及び放課後児童クラブ支援員の実務

者同士の定期的な打合せを行い、児童クラ

ブ支援員の関わり方や学校関係者と実施

教室等を協議し、全ての就学児童が放課後

等を安全・安心に過ごし、自主性・社会性

の向上をめざした多様な体験・活動を行う

ことができるよう推進します。 

学校教育課 

生涯学習課 
〇 

 

④教育環境の整備 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

134 学校評議員制度 

保護者や地域住民等からなる学校評議員

から意見や助言をいただきながら、開かれ

た学校づくりを推進しています。学校評議

員制度を全小・中学校に導入し、多くの意

見や助言をいただき、開かれた学校づくり

を推進します。 

学校教育課 ○ 

135 
通学区域の弾力

的運用 

就学すべき学校の指定の変更や区域外就

学について、地理的・身体的な理由やいじ

め等の事情を勘案して、通学区域の弾力的

運用を行っています。学校施設等の再編・

整備とあわせて、特色ある教育活動の推進

と保護者・地域の学校教育への参加推進を

図り、通学区域の弾力的運用について検討

していきます。 

学校教育課 ○ 

136 
危機管理マニュ

アルの作成 

全小・中学校から提出された「危機管理マ

ニュアル」を点検し、その結果に基づき指

導・助言を行っているほか、各校で危機管

理に関する研修会を行うなど、学校の危機

管理体制の充実に努めています。各校の状

況に応じた適切な危機管理が行われるよ

う、危機管理マニュアルの修正や、全職員

への周知徹底に努めます。 

学校教育課 ○ 
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⑤その他の支援 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

137 小児医療の充実 

小児に限らず医療機関の通常診療時間外

の救急医療の需要に対し、嘉飯桂地区（2

市 1 町）の広域連携事業で一次救急医療体

制を確保するため「在宅当番医制」「飯塚

急患センター」の各事業、また、さらに高

次の救急医療が必要な患者に対応する二

次救急医療体制として、「病院群輪番制」

の事業を行っています。 

健幸・スポーツ課 
 

138 
子ども医療費助

成事業 

子どもの健康保持と健やかな育成を図る

ため、医療費の一部又は全部の助成を行い

ます。助成対象範囲を徐々に拡大し、現在

は入院は 18 歳到達年度末まで、入院外は

小学校６年生までを対象に実施していま

す。 

医療保険課 ○ 

139 児童手当 

家庭等における生活の安定に寄与すると

ともに、次代の社会を担う児童の健やかな

成長に資するため、日本国内に住所のある

中学校修了前までの児童を養育している

人に対して、児童手当の支給を行っていま

す。国の法令等に則して、手当を支給する

とともに、制度の周知を図ります。 

子育て支援課 
 

（再掲） 
乳児院の設置・

活用  
【再掲№２】 子育て支援課 ○ 
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〔３〕質の高い教育・保育や子育て支援の提供 

①就学前の教育・保育の内容充実 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

140 保育所体験事業 

保育を必要としている親子等に保育所・認

定こども園を開放し、在宅児と入所児との

交流や保護者同士の交流の場を提供する

とともに、保護者からの相談に対応するこ

とで、在宅での子育てを支援するもので

す。在宅児及びその保護者に対する支援と

して、継続して実施します。 

子育て支援課 ○ 

141 
公立保育所運営

事業 

保護者が就労等のために保育できない児

童を認可保育所で保育するものです。公立

保育所の老朽化問題や保育にかかる経費

等のあり方等について総合的に検討しな

がら、よりよいサービスの提供に努めま

す。 

子育て支援課 ○ 

142 
公立認定こども

園運営事業 

幼児教育と保育を一体的に提供すること

ができる認定こども園の運営を行います。

園開放や保護者との面談を充実させ、就学

前教育と家庭教育の連携を強化します。 

子育て支援課 ○ 

143 
民間保育サービ

スの活用 

託児を主体とした民間保育施設（届出保育

施設・事業所内保育施設）が実施されてい

ます。保護者の多様なニーズに対応するた

め、民間保育サービスの活用が円滑に図れ

るように努めます。 

子育て支援課 ○ 

144 

大学と連携した

アクションプロ

グラム促進事業 

保育所アクションプログラム上の重要課

題である公立の保育所・認定こども園の保

育士の質の向上や人材確保等について、大

学との連携を図る事業であり、平成 22 年

度から実施しています。地域の大学と保育

士の質の向上や専門性の向上、人材の育

成・確保に関わる協定を結び、大学と連携

した保育士研修システムや保育実習シス

テム、保育士登録制度等の、取組みを推進

していきます。 

子育て支援課 ○ 

145 保育士確保事業 

幼稚園・私立保育所・認定こども園と合同

就職説明会を行い、説明会の広報のため市

内保育所就労者以外の保育士資格登録者

へチラシを送付します。 

さらに、保育士資格を持っているが、保育

士として働いていない潜在保育士を対象

に相談窓口を開設しています。 

また、復職前の実技研修等の再就職支援や

再就職に関する保育士・保育所支援センタ

ーの情報提供や、福岡県保育士就業マッチ

ングサイトを活用し、保育士の確保に向け

た取り組みを推進していきます。 

子育て支援課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

146 
私立保育所運営

改善事業 

私立保育所等の運営と振興を図るための助

成を行うものです。保育士の資質向上のた

めの研修費として、保育所の定員に応じた

助成を行っています。 

子育て支援課 ○ 

147 

幼児教育の研究 

(公立認定こど

も園） 

幼児一人ひとりの育ちに応じた指導のあり

方等、幼児教育に関する研究に取り組んで

います。各園の教諭等が、共通認識を持っ

て園児の育成に取り組むことができるよ

う、園内研修や公立認定こども園合同研修

等の充実に努めます。 

子育て支援課 ○ 

148 

飯塚市私立幼稚

園連盟研修補助

金 

私立幼稚園連盟が幼稚園教諭の資質の向上

のために行う研修会等の事業に対して、私

立幼稚園教育の振興を図ることを目的とし

て補助金を交付しています。事業内容の確

認等、適正な補助金交付に努めます。 

子育て支援課 ○ 

149 

新制度未移行幼

稚園における副

食費の補足給付

事業 

幼児教育・保育の無償化以降、新制度幼稚

園に通う対象世帯児童の副食費が公定価格

での対応となり、新制度未移行幼稚園に通

う児童との制度的格差が生じることとなる

ため、未移行幼稚園の低所得世帯（第 1～

第 3 階層）を対象に、4,500 円を限度額

として副食費の補足給付を行います。（第 3

子以降は所得に関わらず補足給付の対象） 

子育て支援課 ○ 

150 

公立保育所・認

定こども園の施

設整備 

適切な保育環境を確保し児童の福祉の向上

を図るため、公立の保育所・認定こども園

の老朽化の状況等も勘案しながら、保育所

の統廃合や新設、設備の充実を図っていま

す。各施設の状況を比較検討し、長期的な

視点に立って計画的な整備に努めます。 

子育て支援課 ○ 

151 

私立保育所・認

定こども園の施

設整備 

適切な保育施設・設備を確保し、児童の福

祉の向上を図ることを目的として、計画的

に整備を実施するものです。0 歳児からの

受け入れが可能な認可施設と協議を行い、

国・県の補助制度を活用しながら事業を実

施します。 

子育て支援課 ○ 
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②学校教育の内容充実 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

152 
ピア・サポート

事業 

子どもたちに社会的基礎技能や人間関係

を築く力を身につけさせるため、その方策

について実践研修を行い、学校教育の充実

及び改善を図る事業として、小学校高学年

に対するピア・サポート（異年齢集団の交

流などを具体的な手段として、児童生徒の

自己有用感〈自己肯定感〉を育てるプログ

ラム）を実施しています。小学校高学年と、

低学年や就学前の幼児との交流を促進し

ます。 

学校教育課 ○ 

153 
総合的な学習時

間の推進 

各小・中学校において体験活動を重視した

特色ある「総合的な学習の時間」を推進す

るため、指導計画を作成して実施していま

す。「総合的な学習の時間」における体験

活動の一環として、小中学生と幼児・高齢

者等との交流活動や環境問題等に関する

体験活動を行っています。今後も、学習ボ

ランティアの活用等において地域との連

携をさらに強化し、環境教育の推進など体

験活動を重視した特色ある学習の展開に

努めます。また、次代の親の育成の観点か

ら、「総合的な学習の時間」等において、

幼児・高齢者等との交流活動の促進に努め

ます。 

学校教育課 ○ 

154 研究委嘱事業 

教育の現代的課題に対応しつつ一人ひと

りの子どもに応じた教育の推進を図るた

め、小・中学校に現代的教育課題について

の研究委嘱を行っています（職員研修も含

む）。市全体での学校教育の充実・発展を

図るため、委嘱校から他校への研究成果の

還元に努めます。 

学校教育課 ○ 

155 
中学校国際教育

関連事業 

中学校における外国語の授業に、外国人指

導助手を派遣し、生徒への英会話によるコ

ミュニケーション能力や積極的に英語に慣

れ親しむ態度を育成する目的で本事業を行

っています。また、外国人指導助手による

かかわりで、母国の言語や文化にふれる機

会をもたせています。 

学校教育課 ○ 

156 
小学校国際教育

関連事業 

英語によるコミュニケーション能力の育

成を図るため、小学 3・4 年生以上を対象

に外国人講師を招聘し、小学 5・６年生は

オンライン英会話を実施しています。小学

校外国語活動の充実に向けて、事業内容の

調整を図ります。 

学校教育課 ○ 

157 

学校での読書活

動（朝の読書 

等） 

読書を通じて豊かな感性の育成を図るた

め、朝の読書活動や小学校児童への読み聞

かせ活動を行っています。 

学校教育課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

158 
キャリア教育推

進事業 

小・中学校モデル校での「ものづくり教育」

や中学校での職場体験学習など、地元企業

等と連携しながら、地域の特性を活かした

キャリア教育を実施しています。児童生徒

の望ましい職業観の育成を図るため、地元

企業等との連携を密にし、協力事業所の確

保や体験内容の充実に努めます。 

学校教育課 ○ 

159 

個々に応じた多

様な指導方法の

充実 

児童生徒一人ひとりに応じたきめ細かな

指導を充実し、児童生徒の学力の向上を図

るため、指導方法工夫改善の他、習熟度別

学習や少人数指導を実施しています。指導

方法工夫改善担当教員等を活用し、少人数

編成の学習形態を取り入れた学習を推進

し、基礎・基本の定着をめざします。また、

授業改善の視点から、児童生徒の実態に応

じた授業の研究に継続して取り組みます。 

学校教育課 ○ 

160 
学力テストの実

施 

児童生徒の学力定着度の傾向を分析し、指

導方法や学校の取組の改善等について指

導助言を行い、学力向上を図るため、市内

小・中学校で内容を統一した学力テストを

実施しています。統一した内容で継続的に

実施することにより学力定着度の傾向を

分析し、学校の実情に応じた指導等を行い

学力向上につなげていきます。 

教育総務課 ○ 

161 体験交流会 

「総合的な学習の時間」等で、高齢者や障

がい者等との交流や、車いすや手話等の体

験学習を行っています。学習ボランティア

（ゲストティーチャー）との連携を密に

し、学習のねらいを明確にもった体験的な

教育活動の充実に努めます。 

学校教育課 ○ 

162 

運動部活動への

外部指導者の活

用 

中学校運動部活動において、必要に応じて

外部指導者を活用し、運動部活動の活性化

や生徒の体力向上を促進します。 

学校教育課 ○ 

163 
スクールバスの

運行 

遠距離通学者の利便性の向上を図るため、

筑穂地区、庄内地区、頴田地区、八木山地

区、目尾地区、鎮西地区においてスクール

バスを運行しています。 

今後も安心・安全な運用に留意するととも

に、学校施設等の再編・整備に伴う通学区

域の弾力的運用等の検討とあわせて、スク

ールバスのあり方についても検討を行い

ます。 

教育総務課 ○ 

164 

地域と学校の連

携・協力による

多様な体験活動

の推進 

小・中学校の「総合的な学習の時間」等を

活用して、学習ボランティア（ゲストティ

ーチャー）やＮＰＯによる特別授業を実施

しています。ボランティアの積極的な活用

を促進し、継続性を意識した学習指導の実

施に努めます。 

学校教育課 ○ 
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事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

165 
文化・芸術ふれ

あい事業 

小中学生に良い芸術等に触れる機会を提供

し、心豊かな人間の育成を推進します。劇

団「四季」等の無料鑑賞、国や県の巡回公

演事業等の良い芸術等に接する情報収集を

行い、各学校に案内します。 

学校教育課 ○ 

 

③子育てにやさしい生活環境づくり 

【具体的事業】 

事業№ 事業の名称 事業内容と今後の方針 所管課 
進捗

管理 

166 
公園、児童遊園

整備事業 

子どもや子ども連れ等をはじめとした市

民の憩いの場として、公園や児童遊園等の

環境整備に努めています。老朽化した公園

施設・遊具の撤去・修理等により、子ども

や子ども連れ等が安心して安全に利用で

きる公園づくりに努めます。また、公園管

理の一元化と管理方式の充実に努めます。 

都市計画課 ○ 

167 
赤ちゃんの駅推

進事業  

外出中に授乳やオムツ替え等で気軽に立

ち寄ることのできる場所を「赤ちゃんの

駅」として指定するものです。公共施設は

もとより、企業や店舗等の民間施設に対し

ても協力を依頼し、「赤ちゃんの駅」の確

保を図ります。協力施設について、ステッ

カー配布や市ホームページでの紹介を行

い、「赤ちゃんの駅」の周知と、地域全体

で子育て家庭を支える意識の醸成に努め

ます。 

子育て支援課 ○ 

168 
通行等に安全な

歩道の整備 

子ども等の交通弱者はもとより、すべての

市民が安全・安心に通行することができる

よう、歩道の段差解消等を行うとともに、

街路灯や道路標識、ガードレール等の交通

安全施設の点検・整備や、警察等に対する

設置要請に努めています。交通安全特別対

策事業等を活用し、交通量が多く歩道が整

備されてない通学路等の整備やガードレ

ールの設置等に努めます。 

土木管理課 ○ 
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資料編 

計画策定の経緯 

年度 期 日 主 な 内 容 

平 

成 

３ 

０ 

年 

度 

平成30年08月27日 
飯塚市子ども・子育て会議（平成 30年度第１回） 
〇子ども・子育て支援事業計画に係る事業の進捗状況報告について 

10月 17日 

飯塚市子ども・子育て会議（平成 30年度第２回） 
 〇次期子ども・子育て支援事業計画策定に伴う会議スケジュール 

について 

〇アンケート調査票案の意見聴取について 

〇私立保育所の新設についてについて 

11月 9日 
飯塚市子ども・子育て会議（平成 30年度第３回） 
〇アンケート調査票案の修正について 

〇私立保育所の新設について 

11月 30日 

～ 1月 20日 
ニーズ調査の実施 

平成31年01月30日 
飯塚市子ども・子育て会議（平成 30年度第４回） 
〇私立保育所の新設について 

3月 27日 
飯塚市子ども・子育て会議（平成 30年度第５回） 
〇飯塚市子育てに関するアンケート調査報告書について 

〇飯塚市子ども・子育て支援事業計画策定について 

令 

和 

元 

年 

度 

5月 30日 

飯塚市子ども・子育て会議委員委嘱状交付式 

飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第１回） 
〇会長・副会長選出 

〇次期子ども・子育て支援事業計画について 

7月 24日 
飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第２回） 
〇子ども・子育て支援事業計画に係る事業の進捗状況報告について 

〇子ども・子育て支援事業計画策定について 

8月 26日 
飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第３回） 
〇第 2 期子ども・子育て支援事業計画の素案について（第 5 章） 

9月 27日 
飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第４回） 
〇第 2 期子ども・子育て支援事業計画の素案について（第 5 章） 

10月 25日 

飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第５回） 
〇第 2 期子ども・子育て支援事業計画 第 5 章について 

〇第 2 期子ども・子育て支援事業計画 第 4 章について 

（量の見込み） 

11月 15日 
飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第６回） 
〇第 2 期子ども・子育て支援事業計画について 

11月 27日 
飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第７回） 
〇第 2 期子ども・子育て支援事業計画について 

12月 9日 
飯塚市子ども・子育て会議（令和元年度第８回） 
〇第 2 期子ども・子育て支援事業計画について 
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年度 期 日 主 な 内 容 

令 

和 

元 

年 

度 
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飯塚市子ども・子育て会議条例 

 (設置) 

第1条 子ども・子育て支援法(平成24年法律第65号。以下「法」という。)第77条第1項の規

定に基づき、飯塚市子ども・子育て会議(以下「子育て会議」という。)を置く。 

(所掌事務) 

第2条 子育て会議は、次の各号に掲げる事務を処理する。 

(1) 法第77条第1項に掲げる事務 

(2) 前号に掲げるもののほか、本市子育て支援に関し、市長が必要と認める事項について調

査審議すること。 

(組織) 

第3条 子育て会議は、20人以内をもって組織する。 

2 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

 (1) 学識経験を有する者 

(2) 関係行政機関の職員 

(3) 子育て関係団体の推薦を受けた者 

(4) 公募による者 

(5) 前各号に掲げる者のほか、市長が特に必要と認める者 

(任期) 

第4条 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

2 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(会長及び副会長) 

第5条 子育て会議に会長及び副会長各1人を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

(会議) 

第6条 子育て会議が開く会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会議の議長となる。 

2 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 
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3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決するところによる。 

(専門部会) 

第7条 子育て会議は、第2条第1項各号に掲げる事項で専門的に検討する必要があるときは、専

門部会を設置することができる。 

2 前項の専門部会の委員は、15人以内とし、委員の互選により定める。 

3 専門部会に部会長及び副部会長各1人を置き、部会長は子育て会議の会長をもって充て、副

部会長は専門部会の委員の互選により定める。 

(庶務) 

第8条 子育て会議の庶務は、福祉部において処理する。 

(H29―8一改) 

(補則) 

第9条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(飯塚市附属機関の設置に関する条例の一部改正) 

2 飯塚市附属機関の設置に関する条例(平成18年飯塚市条例第21号)の一部を次のように改正

する。 

 別表市長の部飯塚市次世代育成施策推進委員会の項を削る。 

(経過措置) 

3 この条例の施行の際、この条例による改正前の飯塚市附属機関の設置に関する条例に基づく

飯塚市次世代育成施策推進委員会の委員として委嘱され、又は任命され、現にその職にある者

については、この条例第3条第2項の規定により子育て会議の委員として委嘱され、又は任命

されたものとみなす。この場合において、子育て会議の委員とみなされる者(この者が欠けた

場合における補欠の委員を含む。)の任期は、第4条の規定にかかわらず、平成27年3月31日

までとする。 

附 則(平成29年3月28日 条例第8号) 

この条例は、平成29年4月1日から施行する。 
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飯塚市子ども・子育て会議委員名簿 

  区 分 所属機関等 職  名 氏  名 備考 

1 学識経験者 近畿大学九州短期大学 保育科准教授 木下 寛子 副会長 

2 

関係行政機

関の職員 

福岡県教育庁筑豊教育事

務所 

社会教育室 

主任社会教育主事 
大塚 忠生  

3 
福岡県嘉穂・鞍手保健福

祉環境事務所 
社会福祉課長 吉田 浩子  

4 飯塚公共職業安定所  統括職業指導官 四郎丸 治  

5 

子育て 

関係団体 

特定非営利活動法人こど

もと文化のひろば     

わいわいキッズいいづか 

理事 名武 工枝  

6 

特定非営利活動法人 

いいづか障害児者団体協

議会 

会員 渡邉   福  

7 

NPO 法人  

飯塚市青少年健全育成会

連絡協議会 

事務局次長 西園 雅代  

8 飯塚市私立幼稚園連盟 
いぎすれんげ幼稚

園理事長・園長 
髙城 無憂  

9 飯塚市私立保育協会 会長 白山 勝也  

10 
特定非営利活動法人 

全国認定こども園協会 

認定こども園 

愛宕幼稚園園長 
石井 啓子  

11 

一般公募 

（若干名） 

 

子育て中の 

保護者 

在宅児童の保護者   蘇  明子  

12 保育園児の保護者   田中 祥一朗  

13 幼稚園児の保護者   末次 千尋  

14 小学校児童の保護者   中藤  薫  

15 中学校児童の保護者   高瀬 奈美江  

16 

市長が 

認めるもの 

部落解放同盟飯塚市協議

会 
書記長 安永 勝利  

17 
飯塚市民生委員児童委員

協議会 
理事 小池 千津子 会長 

18 飯塚商工会議所 
飯塚商工会議所 

企画調整課長 
香月 法彦  

19 
いいづか男女共同参画推

進ネットワーク 
事務局長 稗田 佳子  

 



資 料 編 

 

 - 106 - 

 

子ども・子育て支援法（抜粋） 

公布：平成 24年 8月 22日（平成 24 年法律第 65 号） 

 

第一章 総則 

（基本理念） 

第二条 子ども・子育て支援は、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有する

という基本的認識の下に、家庭、学校、地域、職域その他の社会のあらゆる分野における全て

の構成員が、各々の役割を果たすとともに、相互に協力して行われなければならない。 

２ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健

やかに成長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない。 

３ 子ども・子育て支援給付その他の子ども・子育て支援は、地域の実情に応じて、総合的かつ

効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 

（市町村等の責務） 

第三条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を有

する。 

一 子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、子ども及びその保護

者に必要な子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ計画的に

行うこと。 

二 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受け、及び地域子ども・子育

て支援事業その他の子ども・子育て支援を円滑に利用するために必要な援助を行うとともに、

関係機関との連絡調整その他の便宜の提供を行うこと。 

三 子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子どもの保護者の選択に基づき、多

様な施設又は事業者から、良質かつ適切な教育及び保育その他の子ども・子育て支援が総合

的かつ効率的に提供されるよう、その提供体制を確保すること。 

２ 都道府県は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業が適正

かつ円滑に行われるよう、市町村に対する必要な助言及び適切な援助を行うとともに、子ど

も・子育て支援のうち、特に専門性の高い施策及び各市町村の区域を超えた広域的な対応が必

要な施策を講じなければならない。 

３ 国は、市町村が行う子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業その他この法

律に基づく業務が適正かつ円滑に行われるよう、市町村及び都道府県と相互に連携を図りなが

ら、子ども・子育て支援の提供体制の確保に関する施策その他の必要な各般の措置を講じなけ

ればならない。 

 

第五章 子ども・子育て支援事業計画 

（基本指針） 

第六十条 内閣総理大臣は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を整備し、
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子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・

子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）

を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 子ども・子育て支援の意義並びに子ども・子育て支援給付に係る教育・保育を一体的に提

供する体制その他の教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の実

施に関する基本的事項 

二 次条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において教育・保育及び地域子

ども・子育て支援事業の量の見込みを定めるに当たって参酌すべき標準その他当該市町村子

ども・子育て支援事業計画及び第六十二条第一項に規定する都道府県子ども・子育て支援事

業支援計画の作成に関する事項 

三 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児童の福祉増進

のための施策との連携に関する事項 

四 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整

備に関する施策との連携に関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業の

円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必要な事

項 

３ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、文部科学大

臣、厚生労働大臣その他の関係行政機関の長に協議するとともに、第七十二条に規定する子ど

も・子育て会議の意見を聴かなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。 

 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下

「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するため

の施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域（以下「教育・保育提供区

域」という。）ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る

必要利用定員総数（第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用

定員総数とする。）、特定地域型保育事業所（事業所内保育事業所における労働者等の監護す

る小学校就学前子どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項第三号に掲げる

小学校就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施しよ

うとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て
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支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確

保の内容及びその実施時期 

三 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関す

る体制の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次に掲げ

る事項について定めるよう努めるものとする。 

一 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事

項 

二 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児に対し

て行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専門

的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項 

三 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整

備に関する施策との連携に関する事項 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子どもの

保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用に関する意向その他の

事情を勘案して作成されなければならない。 

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境その他の

事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ども・子育て支援事業計画を

作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画、

教育基本法第十七条第二項の規定により市町村が定める教育の振興のための施策に関する基

本的な計画（次条第四項において「教育振興基本計画」という。）その他の法律の規定による

計画であって子どもの福祉又は教育に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけ

ればならない。 

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその

意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意

見を聴かなければならない。 

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広く住民の意見を求める

ことその他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

９ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、都道府県に協議しなければならない。 

１０ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。 
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第七十七条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会そ

の他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第三十一条第二項に規定する事項を処理す

ること。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第四十三条第三項に規定する事項を処理す

ること。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第六十一条第七項に規定する事項を処理する

こと。 

四 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必

要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ども及び

子育て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、市

町村の条例で定める。 

４ 都道府県は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の

合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

一 都道府県子ども・子育て支援事業支援計画に関し、第六十二条第五項に規定する事項を処

理すること。 

二 当該都道府県における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し

必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

５ 第二項及び第三項の規定は、前項の規定により都道府県に合議制の機関が置かれた場合に準

用する。 
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